
東海税理士会小牧支部研修会

令和５年６月７日（水）

あさひホール（ラピオ内）

１ 法人税関係

  13：30～14：00（30 分）

  小牧税務署 法人課税第一部門 国税調査官 三輪 一博

２ 所得税関係

  14：10～14：40（30 分）

小牧税務署 個人課税第一部門 上席国税調査官 山田 孝行

３ 資産税関係

  14：50～15：50（60 分）

小牧税務署 資産課税第一部門 上席国税調査官 清水 由美子

研修終了後、アンケートのご記入をお願いいたします。



令和５年度税制改正の概要

（所得税関係）



つみたて投資枠 成長投資枠

年間の投資上限額 120 万円 240 万円

非課税保有期間
制限なし（無期限化） 同左

非課税保有限度額

（総枠）

1,800 万円

1,200 万円（内数）

口座開設可能期間 制限なし（恒久化） 同左

投資対象商品

積立・分散投資に適した一定の公募等株式投資信託

（商品性について内閣総理大臣が告示で定める要件を満たしたものに限る）

上場株式・公募株式投資信託等

投資方法 契約に基づき、定期かつ継続的な方法で投資 制限なし

現行制度との関係

令和５年末までに現行の一般ＮＩＳＡ及びつみたてＮＩＳＡ制度において投資した商品は、

新しい制度の外枠で、現行制度における非課税措置を適用

併用可

※安定的な資産形成につながる投資商品に絞り込む観点から、

高レバレッジ投資信託などを対象から除外

（注１） 非課税保有期間の無期限化に伴い、現行のつみたてＮＩＳＡと同様、定期的に利用者の住所等を確認し、制度の適正な運用を担保。

（注２） 利用者それぞれの生涯非課税限度額については、金融機関から既存の認定クラウドを活用して提出された情報を国税庁において管理。

（注３） 金融機関による「成長投資枠」を使った回転売買への勧誘行為に対し、金融庁が監督指針を改正し、法令に基づき監督及びモニタリングを実施。

ＮＩＳＡ制度（少額投資非課税制度）の抜本的拡充・恒久化

（注１）

（注２）

（注３）

つみたてＮＩＳＡ 一般ＮＩＳＡ

年間の投資上限額 40 万円 120 万円

非課税保有期間 20 年間 ５ 年間

口座開設可能期間 平成30年(2018年)～令和19年(2037年) 平成26年(2014年)～令和５年(2023年)

投資対象商品

積立・分散投資に適した一定の公募等株式投資信託

（商品性について内閣総理大臣が告示で定める要件を満たしたものに限る）

上場株式・公募株式投資信託等

投資方法 契約に基づき、定期かつ継続的な方法で投資 制限なし

いずれかを選択

【～令和５年】

【令和６年以降】

令和５年度改正

※簿価残高方式で管理（枠の再利用が可能）
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優遇措置①（課税を行わない措置）

自己資金による創業

プレシード・シード期のスタートアップ（注）へのエンジェル投資 （対象企業：設立５年未満等）

保有する株式を売却し、 ・ のスタートアップへの再投資を行った場合、再投資分にあたる

譲渡益課税を行わない（上限20億円の超過分は課税繰延）。（令和５年４月１日以降の再投資について適用）

スタートアップへの投資に係る税制措置（全体像）

選択適用

優遇措置②（課税の繰延）

（対象企業：設立10年未満等）

スタートアップへの投資額を

その年の株式譲渡益から控除

※控除対象となる投資額の上限なし。

※新たに取得したスタートアップ株式の取得価額は、上記控

除額をその取得に要した額から差し引いた額とする。

（１）投資段階での優遇

※ベンチャー企業が上場しないまま、破産、解散等をして株式の価値がなくなった場合にも、同様に３年間の繰越控除が可能。

優遇措置③（課税の繰延）

（対象企業：設立５年未満等）

（スタートアップへの投資額－2,000円）を

その年の総所得金額から控除

※控除対象となる投資額の上限は、総所得金額×40％と800万円

のいずれか低い方。

※新たに取得したスタートアップ株式の取得価額は、上記控除額を

その取得に要した額から差し引いた額とする。

（２）譲渡段階での優遇

※ １ 上記優遇措置の対象となる企業は、事業実態の確認等の観点からそれぞれ一定の要件を満たす必要がある。

※ ２ 投資方法としては、民法上の組合及びファンド経由の投資も含まれる。また、認定ファンド及び認定クラウドファンディング経由の場合は、投資先企業に係る一部の要件が免除される。

令和５年度改正（新設）

併せて、上記（１）（２）の措置につき、以下の要件緩和を実施

自己資金による創業： 同族要件を満たせない場合であっても、事業実態（販管費対出資金比率30％超要件等）が認められれば適用可能

プレシード・シード期のスタートアップへのエンジェル投資： 外部資本要件を1/6以上から1/20以上に引下げ（優遇措置②③についても同様）

（注）プレシード・シード期のスタートアップとは、エンジェル税制の対象企業である未上場ベンチャー企業のうち、①設立５年未満、②前事業年度まで売上が

生じていない又は売上が生じているが前事業年度の試験研究費等が出資金の30％超、③営業損益がマイナス、等という状況であることを指す。

令和５年度改正

上記スタートアップ株式の売却により損失が生じたときは、その年の他の株式譲渡益からその損失額を控除可能。

さらに、控除しきれなかった損失額については、翌年以降３年間にわたって、繰越控除が可能。
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① 通常の所得税額

② （合計所得金額 ※ － 特別控除額（３．３億円）） × ２２．５％

②が①を上回る場合に限り、

差額分を申告納税

※株式の譲渡所得のみならず、土地建物の譲渡所得や給与・事業所得、その他の各種所得を合算した金額。

※スタートアップ再投資やNISA関連の非課税所得は対象外であるほか、政策的な観点から設けられている

特別控除後の金額。

極めて高い水準の所得に対する負担の適正化

【イメージ】

税負担の公平性の観点から、極めて高い水準の所得に対する負担の適正化のための措置を設ける。

（令和７年分の所得から適用）

22.5％

15％

（所得税負担率）

約30億円 （合計所得金額）特別控除額
（3.3億円） 追加負担が生じる

平均的な所得水準
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基礎控除の見直し案特定非常災害に係る損失の繰越控除の見直し（雑損失）

○ 特定非常災害による【住宅・家財等の損失】について、１年間で控除しきれない損失額（雑損失の金額）の繰越控除期

間を３年間から５年間へと延長する。

X年 X＋１年 X＋２年 X＋３年 X＋４年 X＋５年

雑
損
失

＜雑損失の繰越控除期間の見直し＞

4



基礎控除の見直し案特定非常災害に係る損失の繰越控除の見直し（純損失）

＜具体案＞

①保有する事業用資産等のうち、特定非常災害に指定された災害により生じた損失（被災事業用資産の損失）の割合が10

分の1以上である場合、

・ 青色申告者についてはその年に発生した全純損失の繰越を５年間、

・ 白色申告者については被災事業用資産の損失の金額と変動所得に係る損失の金額の繰越を５年間

認める。

②被災事業用資産の損失の割合が0ではないが10分の１未満の場合には、被災事業用資産の損失による純損失の金額に

ついてのみ５年間の繰越を認める。

〇 特定非常災害による【純損失】につき、以下の場合には、次の損失について繰越控除期間を３年間から５年間へと延長

する。

① 保有する事業用資産等のうち、特定非常災害に指定された災害により生じた損失（特定被災事業用資産の損失）

の割合が10％以上である場合、

・ 青色申告者についてはその年に発生した全純損失の繰越を５年間、

・ 白色申告者については被災事業用資産の損失の金額と変動所得に係る損失の金額の繰越を５年間

認める。

② 特定被災事業用資産の損失の割合が10％未満の場合には、特定被災事業用資産の損失による純損失の金額

の繰越を５年間認める。

※ 純損失：不動産所得、事業所得、譲渡所得及び山林所得の金額の計算上生じた損失（総収入金額から必要経費（災

害による事業用資産の損失を含む）を引いたもの）の金額のうち、損益通算をしてもなお控除しきれない部分の金額

X年 X＋１年 X＋２年 X＋３年 X＋４年 X＋５年
＜青色申告者であって特定非常災害による被災事業用資産の損失の割合が10％以上である場合＞

純
損
失
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〔 従来の請求書（単一税率） 〕

請求書

○○㈱御中

㈱△△

●年■月分 請求金額 43,200円

■月１日 割りばし 540円

■月３日 牛 肉 5 ,400円

：

合 計 43 ,20 0円

○ 複数税率の下で、事業者が消費税の仕入税額を正確に計算するために必要不可欠な仕組み。

請求書

○○㈱御中

㈱△△（Ｔ1234…）

●年■月分 請求金額 43,600円

■月１日 割りばし 550円

■月３日 牛 肉 ※ 5,400円

：

合 計 43 , 6 0 0円

10％対象 22,000円 内税 2,000円

８％対象 21,600円 内税 1,600円

※は軽減税率対象

〔 適格請求書（インボイス）イメージ 〕

【追加の記載事項】
① 登録番号
② 適用税率
③ 消費税額
④ 軽減対象品目である旨

取引総額が分かれば仕入税額が計算可能
↓

取引慣行上の請求書等で対応可能であり、
税法で特段の義務付けは不要。
結果的に、免税事業者が交付する請求書等
でも仕入税額控除が可能。

請求書等に「売り手」が適用税率・税額を別記するこ
とを義務付ける必要。
事後検証ができるよう、交付した請求書等の保存を
「売り手」にも義務付ける必要。
税額計算や納税の義務が免除される小規模事業者にこ
れらの義務を課すことは不可（→免税事業者からの仕
入れについては控除できない）。
「インボイスを作成できる者」が作成したものなのか
簡単に確認できるようにするための登録番号が必要。

仕入税額を正確に伝える仕組みが別途必要
↓

R５年10月～

適格請求書等保存方式（インボイス制度）について
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インボイスと免税事業者の取引

免税事業者⇒簡易課税の事業者

インボイス不要
簡易課税の事業者（課税売上高5000万円

以下）は、インボイスの保存がなくとも控除が可能

課税事業者の４割弱は簡易課税事業者 インボイス不要
消費者との取引はインボイスの交付が不要

→ インボイス制度移行の影響を受けない取引

売上高１千万円以下の事業者が行う取引のうち
約６割が消費者との取引

免税事業者⇒本則課税の事業者

経過措置により、免税事業者からの仕入れにつ
いても、制度移行後、
・ 当初の３年間は８割、
・ その後の３年間は５割

は仕入税額控除が可能。

（参考）非課税取引が多い事業者（金融、保険、医療、介護、不動産等）との取引では、現行制度でも控除対象外。

【事業者間（ＢtoＢ）取引】 【対消費者（ＢtoＣ）取引】
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免税事業者からの仕入れに係る経過措置について

○ インボイス制度への円滑な移行のため、免税事業者や消費者などの適格請求書発行事業
者以外から行った課税仕入れについて、制度実施後3年間は仕入税額相当額の80%を、その
後の３年間は仕入税額相当額の50%を控除可能。

軽減税率実施

令和元年10月
（2019年）

インボイス制度実施

令和５年10月
（2023年）

令和８年10月
（2026年）

令和11年10月
（2029年）

3年

3年

４年

免税事業者からの仕入れにつき
８０％控除可能※

免税事業者からの仕入れにつき
５０％控除可能※

区分記載請求書等保存方式

控除不可

インボイス制度への円滑な移行のため、１０年間の経過措置期間を設けている
（免税事業者はこの間に、課税事業者への転換の要否を見極めながら対応を検討）

免税事業者からの仕入れにつき
全額控除可能

※ 仕入税額控除の適用にあたっては、免税事業者等から受領する区分記載請求書等と同様の事項が記載された請求書等の保存と本経過
措置の適用を受ける旨（８割控除・５割控除の特例を受ける課税仕入れである旨）を記載した帳簿の保存が必要 8



○ 免税事業者がインボイス発行事業者を選択した場合の負担軽減を図るため、納税額を売上税額の２割に軽減す
る激変緩和措置を３年間講ずることとする。

○ これにより、業種にかかわらず、売上・収入を把握するだけで消費税の申告が可能となることから、簡易課税に比して
も、事務負担も大幅に軽減されることとなる。

※ 免税事業者がインボイス発行事業者となったこと等により事業者免税点制度の適用を受けられないこととなる者を対象とし、インボイス制度の開
始から令和８年９月３０日の属する課税期間まで適用できることとする。

小規模事業者に対する納税額に係る負担軽減措置

売上 ７００万円
（税７０万円）

仕入 １５０万円
（税１５万円）

※通信交通費、会議費、PC購入等

納税 ５５万円－ ＝

みなし仕入 ３５０万円
（税３５万円）

※ 売上税額７０万円×５０％

〔本則課税〕

〔簡易課税（５種）〕

納税 ３５万円＝－

納税 １４万円

※ 負担軽減措置の適用に当たっては、事前の届出を求めず、申告時に選択適用できることとする。

納税額を売上税額の
２割に軽減

※ 売上税額７０万円×２割

小規模事業者に対する負担軽減措置

（小規模事業者）

【イメージ】

税負担を軽減

▲41万円

▲21万円
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一定規模以下の事業者に対する事務負担の軽減措置

○ 軽減税率制度の実施により、少額な取引であっても正確な適用税率の判定のために領収書等の証票が必要となるこ
とから、こうした取引についてもインボイスの保存が必要となる。

○ この点について、インボイス制度への円滑な移行とその定着を図る観点から、中小事業者を含めた一定規模以下の
事業者の実務に配慮し、柔軟に対応できるよう事務負担の軽減措置を講ずることとする。

【改正後】
○ 基準期間（前々年・前々事業年度）における課税売上高が１億円以下である事業者については、インボイス制度の施行

から６年間、１万円未満の課税仕入れについて、インボイスの保存がなくとも帳簿のみで仕入税額控除を可能とする。
※ なお、基準期間における課税売上高が１億円超であったとしても、前年又は前事業年度開始の日以後６か月の期間の課税売上高

が5,000万円以下である場合は、特例の対象とする。

全事業者の90.7％が対象となりうる（約815万者のうち
約740万者）。

また、現状の課税事業者のみを対象としても、76.1％が
対象となる（約320万者のうち約242万者）。

（備考）令和２年度国税庁統計年報（法人税・消費税）、平成27年国勢
調査（総務省）等に基づき推計

（参考）日本クレジット協会のクレジットカード動態調査集計結果に基づき、クレジットカードの平均決済単価を推計すると5,000円前後となっている。

〔対象となる事業者の範囲〕
インボイス

インボイス
以外の書類

仕分け
不要 
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少額な返還インボイスの交付義務の見直し

○ インボイス制度への移行に伴い、インボイスの交付義務とともに、値引き等を行った際にも売手と買手の税率と税額の
一致を図るために、値引き等の金額や消費税額等を記載した返品伝票といった書類（返還インボイス）の交付義務
が課されることとなる。

○ この点については、例えば決済の際に、買手側の都合で差し引かれた振込手数料相当額やその他の経費を、売手が
「売上値引き」として処理する場合に新たな事務負担になる、との懸念の声が聞かれるところ。
※ 下請法においては取引発注前に当該手数料を下請事業者が負担する旨の書面での合意がある場合にのみ、親事業者が負担した実費の範囲内で当該手数料を

差し引いて下請代金を支払うことが認められることに留意が必要。

【改正後】
○ 上記を踏まえ、事業者の実務に配慮して事務負担を軽減する観点から、少額な値引き等（１万円未満）について

は、返還インボイスの交付を不要とする。

振込手数料などを差し引いて支払い

返還インボイスの交付義務

改正後 値引き等が少額（１万円未満）である場合、返還インボイスの交付を不要とする

買
手

売
手
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（現行）
インボイス制度が開始される令和５年１０月１日から登録を受けるためには、原則として令和５年３月末までに

申請書を提出しなければならないが、４月以降であっても申請書に３月末までの申請が「困難な事情」を記載する
ことで、１０月１日に登録したものとみなす措置が設けられている。

（柔軟な対応）
事業者の準備状況にバラつきがあることや、今般、支援措置が追加されたことも踏まえ、あえて申請書に「困難な事
情」の記載を求めることはせず、４月以降の登録申請を可能とする対応を行うこととする。

登録申請手続の柔軟化

令和５年10月1日に登録を受けようとする事業者は、原則と
して令和５年3月31日までに申請しなければならない

令和３年10月１日 令和５年３月31日 令和５年10月１日

登録
申請書 申請書に「３月までの申請が困難な事情」を記載

することで、10月１日の登録を確約

登録
申請書
+

困難な事情

登録
申請書
+

困難な事情
申請書に「困難な事情」の記載は求めないこととする。

12



電子帳簿等保存制度の見直し

13

※１ 上記のほか、検索機能の確保の要件について緩和措置を講ずる。

※２ 令和６年１月１日以後に行う電子取引について適用される。

改正前 改正後

○ 保存要件に従って、電子取引データを保存しなければな

らないことが原則だが、令和５年12月31日までに電子取引

を行う場合には、事実上、電子取引データを出力すること

により作成した出力書面の提示・提出の求めに応じること

ができるようにしておくことをもって、その電子取引デー

タの保存に代えることができる。（経過措置）

○ 左記の経過措置は、適用期限（令和５年12月31日）

の到来をもって廃止。

○ 相当の理由があると認める場合（事前手続不要）、

その電子取引データの出力書面の提示・提出の求め及

びその電子取引データのダウンロードの求めに応じる

ことができるようにしておけば、保存要件を不要とし

て、電子取引データの保存を可能とする。

○ 電子取引の取引情報に係る電磁的記録（電子取引データ）の保存制度については、原則として保存要件 （注）

に従って、電子取引データを保存しなければならないこととされている。

○ 今回の見直しにおいて、電子取引データを保存要件（注）に従って保存をすることができなかったことにつき

相当の理由がある事業者等に対する新たな猶予措置を講ずる。

（注）具体的な「保存要件」については、「改ざん防止の要件（タイムスタンプ等）」、「検索機能の確保の要件」、「見読可能装置の備付けの要件」等がある。

１ 電子取引の取引情報に係る電磁的記録（電子取引データ）の保存制度の見直し



○ スキャナ保存制度について、制度の利用促進を図る観点から、以下のとおり更なる要件の緩和措置を講ずる。

① 記録事項の入力を行う者等の情報を確認できるようにしておくことを不要とする。

② スキャナで読み取った際の情報（解像度・階調・大きさ）の保存を不要とする。

③ 帳簿との相互関連性を求める書類を重要書類に限定する。

※ 重要書類：資金や物の移動に直結・連動する書類（契約書、領収書、請求書等）

（参考）スキャナ保存制度の概要

決算関係書類を除く国税関係書類（取引の相手方から受領した領収書・請求書等）については、一定の要件の下で、スキャナにより記録さ

れた電磁的記録の保存により、その書類の保存に代えることを可能とする制度。

領収書等

相互関連性

国税関係帳簿

（読み取り）

【改正前②】

（保存する情報）

・解像度（200dpi以上）

・階調（256階調）

・大きさ

２ スキャナ保存制度の見直し

【改正前①】

入力を行う者等の情報を

確認できるようにしておくこと

【改正後①】

不要

【改正後②】

保存不要

【改正前③】

全ての保存書類と帳簿

との相互関連性が必要

【改正後③】

相互関連性を求める書類を重要書類に限定

画像

データ

14
※ 令和６年１月１日以後に保存が行われる国税関係書類について適用される。

【改正のイメージ】
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○ 優良な電子帳簿に係る過少申告加算税の軽減措置 （注）の対象帳簿（所得税・法人税）の範囲について、以下の合

理化・明確化を行う。

３ 電子帳簿等保存制度の見直し（優良電子帳簿の範囲の見直し）

（注）「優良な電子帳簿に係る過少申告加算税の軽減措置」とは、対象帳簿について優良な電子帳簿の要件（訂正・削除・追加の履歴

（トレーサビリティ）の確保の要件、各帳簿間の相互関連性の確保の要件、検索機能の確保の要件）を満たして保存等がされた場合

において、帳簿に記録された事項に関し申告漏れがあったときは、その申告漏れに課される過少申告加算税を５％軽減する制度。

改正前 改正後

○ 過少申告加算税の軽減措置の対象となる優良な電子

帳簿の範囲については「仕訳帳、総勘定元帳その他必

要な帳簿（全て）」とされている。

○ 「その他必要な帳簿」について、申告に直接結びつ

きやすい経理誤り全体を是正しやすくするかという観

点から、帳簿の範囲を合理化・明確化。

＜対象となる帳簿の具体例＞

・ 売上帳、仕入帳、経費帳（賃金台帳を除く。）、売掛帳、

買掛帳

（注）所得税の場合は、賃金台帳も対象となる。

・ 受取手形記入帳、支払手形記入帳、貸付帳、借入帳、有

価証券受払い簿

・ 固定資産台帳、繰延資産台帳 等

※ 令和６年１月１日以後に法定申告期限等が到来する国税について適用される。



高額な無申告に対する無申告加算税の割合の引上げ

納税額 50万円以下 50万円超～300万円以下 300万円超

改正前 15％ 20％

改正後 同 上 同 上 30％（※１）

50万円

250万円

15％

20％

200万円 30％

【改正後】

50万円

450万

円

15％

20％

【改正前】

（納税額：500万円）

改正のイメージ

（納税額が500万円のケース）

（納税額：500万円）

○ 社会通念に照らして申告義務を認識していなかったとは言い難い規模の高額無申告について、納税額

（増差税額）が300万円を超える部分のペナルティとして無申告加算税の割合を30％に引き上げること

とする。

【改正の概要】

※１ 納税者の責めに帰すべき事由がないと認められる事実に基づく税額（例えば、相続税事案で、本人に帰責性がないと認められる事

実に基づく税額（相続人が一定の確認をしたにもかかわらず、他の相続人の財産が事後的に発覚した場合において、その相続財産に

ついて課される税額））については、上記の300万円超の判定に当たっては除外される。

※２ 令和６年１月１日以後に法定申告期限が到来する国税について適用される。
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一定期間繰り返し行われる無申告行為に対する無申告加算税等の加重措置の整備

×１年

無申告

税務調査

（×１～×３年分の国税）

無申告 無申告

※繰り返し無申告行為

10％加重

×２年 ×３年

○ 繰り返し行われる悪質な無申告行為を未然に抑止し、自主的に申告を促し、納税コンプライアンスを高

める観点から、前年度及び前々年度の国税について、無申告加算税（注）又は重加算税（無申告）を課され

る者が行う更なる無申告行為に対して課される無申告加算税（注）又は重加算税（無申告）を10％加重する

措置を講じる。

（注） 調査通知前、かつ、更正・決定予知前の無申告加算税は除かれる。

※１ 過去５年以内に無申告加算税等を課された者が再び「無申告又は仮装・隠蔽」に基づく修正申告書の提出等を行った場合に課され

る無申告加算税等の加重措置のいずれかが適用される。

※２ 上記の割合は、いずれも更正・決定予知後の加算税を前提とするもの。

※３ 令和６年１月１日以後に法定申告期限が到来する国税について適用される。

【改正の概要】

《仮装・隠蔽の場合》重加算税 (無申告) ⇒ 40％

《無申告の場合》無申告加算税 ⇒ 20％(15%) 《無申告の場合》無申告加算税 ⇒ 30％(25%)

《仮装・隠蔽の場合》重加算税 (無申告) ⇒ 50％

【改正前】 【改正後】

※（）内は納税額（増差税額）が50万円以下の部分 ※（）内は納税額（増差税額）が50万円以下の部分

（注）納税額（増差税額）が300万円超の部分は、上記の割合は「40％」となる。
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1 

 

 

一 個人所得課税 

 

̏ 金融・証券税制 

ʤ国税・地方税ʥ 

ʦ延長・拡充ʧ 

ʤ６ʥ 非課税口座内͹少額上場株式等Ͷ係Ζ配当所得及;譲渡所得等͹非課税措置ʤＮＩＳＡʥͶͯいͱɼ次͹措置Ν講ͥΖɽ 

ᶅ 非課税累積投資契約Ͷ係Ζ非課税措置ʤͯΊͪͱＮＩＳＡʥ͹勘定設定期間Ν令和̓年６７月８６日ΉͲͳͤΖɽ 

ᶆ 特定非課税累積投資契約Ͷ係Ζ非課税措置Ͷͯいͱɼ次͹措置Ͷ改組ͤΖɽ 

΢ 居住者等͗ɼ金融商品取引業者等͹営業所Ͷ開設ͪ͢非課税口座Ͷ特定累積投資勘定ʤ仮称ʥΝ設ͪ͜日以後Ͷ支払Ν受͜Ζ΄
͘特定累積投資勘定ʤ仮称ʥͶ係Ζ株式投資信託ʤͨ͹受益権͗金融商品取引所Ͷ上場等͗͠ΗͱいΖ΍͹又ͺͨ͹設定Ͷ係Ζ受
益権͹募集͗一定͹公募ͶΓΕ行わΗͪ΍͹Ͷ限Ζɽ以下ʰ公募等株式投資信託ʱͳいうɽʥ͹配当等ʤ当該金融商品取引業者等͗
ͨ͹配当等͹支払事務͹取扱いΝͤΖ΍͹Ͷ限ΖɽʥͶͯいͱͺɼ所得税及;個人住民税Ν課͠͵いɽ 

ロ 居住者等͗ɼ金融商品取引業者等͹営業所Ͷ開設ͪ͢非課税口座Ͷ特定累積投資勘定ʤ仮称ʥΝ設ͪ͜日以後Ͷͨ͹特定累積投
資勘定ʤ仮称ʥͶ係Ζ公募等株式投資信託͹受益権͹譲渡等Νͪ͢場合Ͷͺɼͨ͹譲渡等ͶΓΖ譲渡所得等Ͷͯいͱͺɼ所得税及
;個人住民税Ν課͠͵いɽΉͪɼ当該公募等株式投資信託͹受益権͹譲渡等ͶΓΖ損失金額ͺɼ所得税及;個人住民税Ͷ関ͤΖ法
令͹規定͹適用上ɼ͵い΍͹ͳΊ͵ͤɽ 

ύ 居住者等͗ɼ金融商品取引業者等͹営業所Ͷ開設ͪ͢非課税口座Ͷ特定非課税管理勘定ʤ仮称ʥΝ設ͪ͜日以後Ͷ支払Ν受͜Ζ
΄͘特定非課税管理勘定ʤ仮称ʥͶ係Ζ上場株式等͹配当等ʤ当該金融商品取引業者等͗ͨ͹配当等͹支払事務͹取扱いΝͤΖ΍
͹Ͷ限ΖɽʥͶͯいͱͺɼ所得税及;個人住民税Ν課͠͵いɽ 

ω 居住者等͗ɼ金融商品取引業者等͹営業所Ͷ開設ͪ͢非課税口座Ͷ特定非課税管理勘定ʤ仮称ʥΝ設ͪ͜日以後Ͷͨ͹特定非課
税管理勘定ʤ仮称ʥͶ係Ζ上場株式等͹譲渡等Νͪ͢場合Ͷͺɼͨ͹譲渡等ͶΓΖ譲渡所得等Ͷͯいͱͺɼ所得税及;個人住民税
Ν課͠͵いɽΉͪɼ当該上場株式等͹譲渡等ͶΓΖ損失金額ͺɼ所得税及;個人住民税Ͷ関ͤΖ法令͹規定͹適用上ɼ͵い΍͹ͳ
Ί͵ͤɽ 

ϙ 特定非課税累積投資契約ʤ仮称ʥͳͺɼ上記΢͖ΔωΉͲ͹非課税͹適用Ν受͜ΖͪΌͶ居住者等͗金融商品取引業者等ͳ締結
ͪ͢公募等株式投資信託͹受益権͹定期͖ͯ継続的͵方法ͶΓΖ買付͜等Ͷ関ͤΖ契約Ͳɼͨ͹契約書Ͷ͕いͱɼ次Ͷ掲͝Ζ事項
͗定ΌΔΗͱいΖ΍͹Νいうɽ 

ʤ΢ʥ 公募等株式投資信託͹受益権͹管理ͺɼ特定累積投資勘定ʤ仮称ʥʤ当該契約Ͷ基Ͱ͘非課税口座Ͳ管理͠ΗΖ公募等株
式投資信託͹受益権͹記録Ν他͹取引Ͷ関ͤΖ記録ͳ区分͢ͱ行うͪΌ͹勘定Ͳɼ令和̔年以後͹各年Ͷ設͜ΔΗΖ΍͹Ν
いうɽʥͶ͕いͱ行う͞ͳɽ 

令和̓年度税制改正͹大綱ʤ令和̒年 ６７ 月 ７８ 日閣議決定ʥʤ抄ʥ 
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ʤロʥ 当該特定累積投資勘定ʤ仮称ʥͺɼ原則ͳ͢ͱ各年͹̏月̏日Ͷ͕いͱ設͜ΔΗΖ͞ͳɽ 

ʤύʥ 当該特定累積投資勘定ʤ仮称ʥͶͺɼ現行͹累積投資勘定Ͷ受͜入ΗΖ͞ͳ͗Ͳ͘Ζ公募等株式投資信託͹受益権͹う
ちɼ次Ͷ掲͝Ζ公募等株式投資信託͹受益権͹ΊΝ受͜入ΗΖ͞ͳɽ 

̲ ͨ͹居住者等͹非課税口座Ͷ特定累積投資勘定ʤ仮称ʥ͗設͜ΔΗͪ日͖Δ同日͹属ͤΖ年͹６７月８６日ΉͲ͹間Ͷ当
該金融商品取引業者等΃͹買付͜͹委託等ͶΓΕ取得ͪ͢公募等株式投資信託͹受益権Ͳɼ当該期間内͹取得対価͹額
͹合計額͗６７５万円Ν超え͵い΍͹ʤ公募等株式投資信託͹受益権Ν当該特定累積投資勘定ʤ仮称ʥͶ受͜入Ηͪ場合Ͷɼ
当該合計額ɼ同年Ͷ͕いͱ特定非課税管理勘定ʤ仮称ʥͶ受͜入ΗͱいΖ買付͜͹委託等ͶΓΕ取得ͪ͢特定上場株式
等͹取得対価͹額͹合計額及;特定累積投資勘定基準額ʤ仮称ʥʤ特定累積投資勘定ʤ仮称ʥ及;特定非課税管理勘定ʤ仮
称ʥͶ前年Ͷ受͜入ΗͱいΖ上場株式等͹購入͹代価͹額等Νいうɽ以下同ͣɽʥ͹合計額͗６１8５５万円Ν超えΖ͞ͳͳ
͵Ζͳ͘Ͷ͕͜Ζ当該公募等株式投資信託͹受益権Ν除くɽʥ 

̳ ͨ͹特定累積投資勘定ʤ仮称ʥͶ係Ζ公募等株式投資信託͹受益権͹分割等ͶΓΕ取得ͤΖ公募等株式投資信託͹受 

益権 

ʤωʥ 上場株式等͹管理ͺɼ特定非課税管理勘定ʤ仮称ʥʤ当該契約Ͷ基Ͱ͘非課税口座Ͳ管理͠ΗΖ上場株式等͹記録Ν他͹
取引Ͷ関ͤΖ記録ͳ区分͢ͱ行うͪΌ͹勘定Ͳɼ特定累積投資勘定ʤ仮称ʥͳ同時Ͷ設͜ΔΗΖ΍͹ΝいうɽʥͶ͕いͱ行
う͞ͳɽ 

ʤϙʥ 当該特定非課税管理勘定ʤ仮称ʥͶͺɼ次Ͷ掲͝Ζ上場株式等͹ΊΝ受͜入ΗΖ͞ͳɽ 

̲ ͨ͹居住者等͹非課税口座Ͷ特定非課税管理勘定ʤ仮称ʥ͗設͜ΔΗͪ日͖Δ同日͹属ͤΖ年͹６７月８６日ΉͲ͹間Ͷ
当該金融商品取引業者等΃͹買付͜͹委託等ͶΓΕ取得ͪ͢特定上場株式等Ͳɼ当該期間内͹取得対価͹額͹合計額͗
７９５万円Ν超え͵い΍͹ʤ特定上場株式等Ν当該特定非課税管理勘定ʤ仮称ʥͶ受͜入Ηͪ場合Ͷ͕いͱɼ次Ͷ掲͝Ζ場
合Ͷ該当ͤΖ͞ͳͳ͵Ζͳ͘Ͷ͕͜Ζ当該特定上場株式等Ν除くɽʥ 

ʤ̲ʥ 当該合計額及;特定非課税管理勘定基準額ʤ仮称ʥʤ特定非課税管理勘定ʤ仮称ʥͶ前年Ͷ受͜入ΗͱいΖ上場株
式等͹購入͹代価͹額等Νいうɽʥ͹合計額͗６１７５５万円Ν超えΖ場合 

ʤ̳ʥ 当該期間内͹取得対価͹額͹合計額ɼͨ͹年Ͷ͕いͱ特定累積投資勘定ʤ仮称ʥͶ受͜入ΗͱいΖ買付͜͹委託
等ͶΓΕ取得ͪ͢公募等株式投資信託͹受益権͹取得対価͹額͹合計額及;特定累積投資勘定基準額ʤ仮称ʥ͹合
計額͗６１8５５万円Ν超えΖ場合 

ʤ注ʥ 上記͹ʰ特定上場株式等ʱͳͺɼͨ͹上場株式等Ν上場͢ͱいΖ取引所͖Δ整理銘柄ͳ͢ͱ指定͠ΗͱいΖ΍͹
ͨ͹他͹内閣総理大臣͗財務大臣ͳ協議͢ͱ定ΌΖ΍͹及;ͨ͹投資信託約款等Ͷ͕いͱ一定͹υϨώτΡϔ取引
Ͷ係Ζ権利Ͷ対ͤΖ投資ͳ͢ͱ運用Ν行う͞ͳͳ͠ΗͱいΖ͞ͳͨ͹他͹内閣総理大臣͗財務大臣ͳ協議͢ͱ定Ό
Ζ事項͗定ΌΔΗͱいΖ΍͹Ͷ該当͢͵い上場株式等Νいいɼ公募等株式投資信託Ͷあͮͱͺɼͨ͹投資信託約款
Ͷ͕いͱɼ信託契約期間Ν定Ό͵い͞ͳ又ͺ７５ 年以上͹信託契約期間͗定ΌΔΗͱいΖ͞ͳ及;収益͹分配ͺ̏月
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以下͹期間͟ͳͶ行わ͵い͞ͳͳ͠Ηͱ͕Εɼ͖ͯɼ信託͹計算期間͟ͳͶ行う͞ͳͳ͠ΗͱいΖ͞ͳ͗定ΌΔΗ
ͱいΖ΍͹Ͷ限Ζɽ 

̳ ͨ͹特定非課税管理勘定ʤ仮称ʥͶ係Ζ上場株式等͹分割等ͶΓΕ取得ͤΖ上場株式等 

ʤϖʥ 当該金融商品取引業者等ͺɼ現行͹非課税累積投資契約Ͷ係Ζ非課税措置͹基準経過日Ͷ͕͜Ζ住所等͹確認ͳ同様Ͷ
確認Ν行う͞ͳɽ 

ʤφʥ ͨ͹他一定͹事項 

ϖ 金融商品取引業者等͖Δ税務署長΃͹非課税口座内上場株式等͹購入͹代価͹額等ͨ͹他͹事項͹一定͹έϧΤχΝ利用ͪ͢
提供及;税務署長͖Δ金融商品取引業者等΃͹非課税口座内上場株式等͹購入͹代価͹額等͹合計額ͨ͹他͹事項͹提供Ͷͯい
ͱ定ΌΖほ͖ɼ所要͹措置Ν講ͥΖɽ 

 

ʤ７ʥ 未成年者口座内͹少額上場株式等Ͷ係Ζ配当所得及;譲渡所得等͹非課税措置ʤζュωΠＮＩＳＡʥͶͯいͱɼ非課税管理勘定͗設
͜ΔΗͪ日͹属ͤΖ年͹̏月̏日͖Δ̓年Ν経過ͤΖ日͹翌日Ͷ設͜ΔΗΖ継続管理勘定͗あΖ場合Ͷͺɼ原則ͳ͢ͱ当該非課税管
理勘定Ͷ係Ζ上場株式等ͺ当該継続管理勘定Ͷ移管͠ΗΖ͞ͳͳͤΖɽ͞ ͹場合Ͷ͕いͱɼ同日Ͷ当該上場株式等Ν当該継続管理勘定
Ͷ移管͢͵いͳ͘ͺɼ当該継続管理勘定Ν設ͪ͜未成年者口座͗開設͠ΗͱいΖ金融商品取引業者等͹営業所͹長Ͷ対͢ɼͨ ͹旨ͨ͹
他͹事項Ν記載ͪ͢書類͹提出ʤ当該書類͹提出Ͷ代えͱ行う電磁的方法ͶΓΖ当該書類Ͷ記載ͤ΄͘事項Ν記録ͪ͢電磁的記録͹
提供Ν含΋ɽʥΝ͢͵͜Ηͻ͵Δ͵い͞ͳͳͤΖɽ 

 

ʤ８ʥ 特定中小会社͗設立͹際Ͷ発行ͪ͢株式͹取得Ͷ要ͪ͢金額͹控除等͹特例͹創設 

ᶅ 中小企業等経営強化法施行規則͹改正Ν前提Ͷɼͨ͹設立͹日͹属ͤΖ年Ͷ͕いͱ次Ͷ掲͝Ζ要件Ν満ͪͤ株式会社ͶΓΕ設立
͹際Ͷ発行͠ΗΖ株式ʤᶅͶ͕いͱʰ特定株式ʱͳいうɽʥΝ払込ΊͶΓΕ取得Νͪ͢居住者等ʤ当該株式会社͹発起人Ͷ該当ͤΖ
͞ͳ及;当該株式会社Ͷ自Δ͗営ΞͲいͪ事業͹全部Ν承継ͦͪ͠個人等Ͷ該当͢͵い͞ͳͨ͹他͹要件Ν満ͪͤ΍͹Ͷ限Ζɽʥͺɼ
ͨ͹取得Νͪ͢年分͹一般株式等Ͷ係Ζ譲渡所得等͹金額又ͺ上場株式等Ͷ係Ζ譲渡所得等͹金額͖Δͨ͹特定株式͹取得Ͷ要͢
ͪ金額͹合計額ʤ当該一般株式等Ͷ係Ζ譲渡所得等͹金額及;当該上場株式等Ͷ係Ζ譲渡所得等͹金額͹合計額Ν限度ͳͤΖɽʥΝ
控除ͤΖ特例Ν創設͢ɼ特定中小会社͗発行ͪ͢株式͹取得Ͷ要ͪ͢金額͹控除等及;特定新規中小会社͗発行ͪ͢株式Ν取得͢
ͪ場合͹課税͹特例ͳ選択͢ͱ適用Ͳ͘Ζ͞ͳͳͤΖɽ͞ ͹場合Ͷ͕いͱɼͨ ͹取得Νͪ͢特定株式͹取得価額ͺɼ当該控除Νͪ͢
金額͹うち７５億円Ν超えΖ部分͹金額Νͨ͹取得Ͷ要ͪ͢金額͖Δ控除ͪ͢金額ͳͤΖɽ 

΢ ͨ͹設立͹日以後͹期間͗̏年未満͹中小企業者ͲあΖ͞ͳɽ 

ロ 販売費及;一般管理費͹出資金額Ͷ対ͤΖ割合͗６５５分͹８５Ν超えΖ͞ͳͨ͹他͹要件Ν満ͪͤ͞ͳɽ 

ύ 特定͹株主ήϩーϕ͹有ͤΖ株式͹総数͗発行済株式͹総数͹６５５分͹99 Ν超えΖ会社Ͳ͵い͞ͳɽ 

ω 金融商品取引所Ͷ上場͠ΗͱいΖ株式等͹発行者ͲあΖ会社Ͳ͵い͞ͳɽ 
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ϙ 発行済株式͹総数͹̐分͹̏Ν超えΖ数͹株式͗一͹大規模法人及;当該大規模法人ͳ特殊͹関係͹あΖ法人͹所有Ͷ属͢ͱ
いΖ会社又ͺ発行済株式͹総数͹̑分͹̐以上͗大規模法人及;当該大規模法人ͳ特殊͹関係͹あΖ法人͹所有Ͷ属͢ͱいΖ会
社Ͳ͵い͞ͳɽ 

ϖ 風俗営業又ͺ性風俗関連特殊営業Ͷ該当ͤΖ事業Ν行う会社Ͳ͵い͞ͳɽ 

ᶆ 特定中小会社͗発行ͪ͢株式Ͷ係Ζ譲渡損失͹繰越控除等͹適用対象ͳ͵Ζ株式͹範囲Ͷɼ上記ᶅ͹特定株式Ν加えΖɽ 

ᶇ ͨ͹他所要͹措置Ν講ͥΖɽ 

 

ʤ９ʥ ΦンζΥϩ税制Ͷͯいͱɼ次͹措置Ν講ͥΖɽ 

ᶅ 特定中小会社͗発行ͪ͢株式͹取得Ͷ要ͪ͢金額͹控除等及;特定中小会社͗発行ͪ͢株式Ͷ係Ζ譲渡損失͹繰越控除等Ͷͯい
ͱɼ次͹措置Ν講ͥΖɽ 

΢ 中小企業等経営強化法施行規則͹改正Ν前提Ͷɼ居住者等͗ɼ特定株式ʤ次Ͷ掲͝Ζ要件Ν満ͪͤ΍͹Ͷ限ΖɽʥΝ払込ΊͶΓ
Ε取得Νͪ͢場合Ͷͺɼͨ͹取得Νͪ͢特定株式͹取得価額͖Δ控除ͤΖ特定中小会社͗発行ͪ͢株式͹取得Ͷ要ͪ͢金額͹控
除等͹適用Ν受ͪ͜金額͖Δɼͨ͹特定株式͹取得Ͷ要ͪ͢金額͹合計額ͳͨ͹取得Νͪ͢年分͹一般株式等Ͷ係Ζ譲渡所得等
͹金額及;上場株式等Ͷ係Ζ譲渡所得等͹金額͹合計額ʤ７５億円Ν超えΖ場合Ͷͺɼ７５億円ʥͳ͹いͥΗ͖低い金額Ν控除ͤΖ
΍͹ͳͤΖɽ 

ʤ΢ʥ 中小企業等経営強化法Ͷ規定ͤΖ特定新規中小企業者Ͷ該当ͤΖ株式会社ͶΓΕ発行͠ΗΖ株式又ͺ内国法人͹うち設立
͹日以後６５年Ν経過͢ͱい͵い中小企業者Ͷ該当ͤΖ΍͹ͨ͹他一定͹要件Ν満ͪͤ΍͹ͶΓΕ発行͠ΗΖ株式Ͳ投資事業
有限責任組合契約Ͷ従ͮͱ取得若͢くͺ電子募集取扱業務ͶΓΕ取得Ν͠ΗΖ΍͹Ͷ該当ͤΖ͞ͳɽ 

ʤロʥ 当該株式Ν発行ͪ͢株式会社ʤͨ͹設立͹日以後͹期間͗̓年未満͹΍͹Ͷ限Ζɽʥ͗ɼ設立後͹各事業年度͹営業損益金
額͗零未満ͲあΕɼ͖ ͯɼ当該各事業年度͹売上高͗零ͲあΖ͞ͳ又ͺ前事業年度͹試験研究費ͨ͹他中小企業等経営強化法
施行令第̑条第̏項Ͷ規定ͤΖ費用͹合計額͹出資金額Ͷ対ͤΖ割合͗６５５分͹８５Ν超えΖ͞ͳͨ͹他͹要件Ν満ͪͤ΍͹
ͲあΖ͞ͳɽ 

ロ 適用対象ͳ͵Ζ特定新規中小企業者ʤ上記΢ʤロʥ͹要件Ν満ͪͤ株式会社Ͷ限Ζɽʥ͹特定͹株主ήϩーϕ͹有ͤΖ株式͹総
数͗発行済株式͹総数͹̔分͹̓Ν超えΖ会社Ͳ͵い͞ͳͳ͹要件Ͷͯいͱͺɼ特定͹株主ήϩーϕ͹有ͤΖ株式͹総数͗発行
済株式͹総数͹７５分͹６9Ν超えΖ会社Ͳ͵い͞ͳͳͤΖɽ 

ύ 適用対象ͳ͵Ζ特定新規中小企業者Ͷ該当ͤΖ株式会社Ͷ係Ζ確認手続Ͷ͕いͱɼ次Ͷ掲͝Ζ書類Ͷͯいͱͺɼ都道府県知事΃
提出ͤΖ申請書΃͹添付Ν要͢͵い͞ͳͳͤΖɽ 

ʤ΢ʥ 株式͹発行Ν決議ͪ͢株主総会͹議事録͹写͢ɼ取締役͹決定͗あͮͪ͞ͳΝ証ͤΖ書面又ͺ取締役会͹議事録͹写͢ 

ʤロʥ 個人͗取得ͪ͢株式͹引受͜͹申込Ί又ͺͨ͹総数͹引受͜Ν行う契約Ν証ͤΖ書面 

ᶆ 特定新規中小会社͗発行ͪ͢株式Ν取得ͪ͢場合͹課税͹特例Ͷͯいͱɼ次͹措置Ν講ͥΖɽ 
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΢ 適用対象ͳ͵Ζ特定新規中小企業者ʤ上記ᶅ΢ʤロʥ͹要件Ν満ͪͤ株式会社Ͷ限Ζɽʥ͹特定͹株主ήϩーϕ͹有ͤΖ株式͹
総数͗発行済株式͹総数͹̔分͹̓Ν超えΖ会社Ͳ͵い͞ͳͳ͹要件Ͷͯいͱͺɼ特定͹株主ήϩーϕ͹有ͤΖ株式͹総数͗発
行済株式͹総数͹７５分͹６9Ν超えΖ会社Ͳ͵い͞ͳͳͤΖɽ 

ロ 適用対象ͳ͵Ζ特定新規中小企業者Ͷ該当ͤΖ株式会社Ͷ係Ζ確認手続Ͷ͕いͱɼ次Ͷ掲͝Ζ書類Ͷͯいͱͺɼ都道府県知事΃
提出ͤΖ申請書΃͹添付Ν要͢͵い͞ͳͳͤΖɽ 

ʤ΢ʥ 設立͹日Ͷ͕͜Ζ貸借対照表 

ʤロʥ 税理士͗署名ͪ͢法人税͹確定申告書Ͷ添付͠Ηͪ別表一͹写͢及;事業等͹概況Ͷ関ͤΖ書類͹写͢ 

ʤύʥ 株式͹発行Ν決議ͪ͢株主総会͹議事録͹写͢ɼ取締役͹決定͗あͮͪ͞ͳΝ証ͤΖ書面又ͺ取締役会͹議事録͹写͢ 

ʤωʥ 個人͗取得ͪ͢株式͹引受͜͹申込Ί又ͺͨ͹総数͹引受͜Ν行う契約Ν証ͤΖ書面 

ᶇ ͨ͹他所要͹措置Ν講ͥΖɽ 

 

ʤ5ʥ 特定͹取締役等͗受͜Ζ新株予約権͹行使ͶΓΖ株式͹取得Ͷ係Ζ経済的利益͹非課税等ʤηφッέΨϕεョン税制ʥͶͯいͱɼ
適用対象ͳ͵Ζ新株予約権Ͷ係Ζ契約͹要件͹うち当該新株予約権͹行使ͺͨ͹付与決議͹日後６５年Ν経過ͤΖ日ΉͲ͹間Ͷ行う͞
ͳͳ͹要件Νɼ一定͹株式会社͗付与ͤΖ新株予約権Ͷͯいͱͺɼ当該新株予約権͹行使ͺͨ͹付与決議͹日後６5年Ν経過ͤΖ日Ή
Ͳ͹間Ͷ行う͞ͳͳͤΖほ͖ɼ所要͹措置Ν講ͥΖɽ 

ʤ注ʥ 上記͹ʰ一定͹株式会社ʱͳͺɼ設立͹日以後͹期間͗̓年未満͹株式会社Ͳɼ金融商品取引所Ͷ上場͠ΗͱいΖ株式等͹発行
者ͲあΖ会社以外͹会社ͲあΖ͞ͳͨ͹他͹要件Ν満ͪͤ΍͹Νいうɽ 

 

̐ 極Όͱ高い水準͹所得Ͷ対ͤΖ負担͹適正化 

ʤ国税ʥ 

ʤ６ʥ ͨ͹年分͹基準所得金額͖Δ̑億８１５５５万円Ν控除ͪ͢金額Ͷ７７３5％͹税率Ν乗ͣͪ金額͗ͨ͹年分͹基準所得税額Ν超えΖ場合Ͷ
ͺɼͨ͹超えΖ金額Ͷ相当ͤΖ所得税Ν課ͤΖ措置Ν講ͥΖɽ 

ʤ注̏ʥ 上記͹ʰ基準所得金額ʱͳͺɼͨ͹年分͹所得税Ͷͯいͱ申告不要制度Ν適用͢͵いͲ計算ͪ͢合計所得金額ʤͨ͹年分͹所
得税Ͷͯいͱ適用ͤΖ特別控除額Ν控除ͪ͢後͹金額ʥΝいいɼh 基準所得税額 ͳɦͺɼͨ͹年分͹基準所得金額Ͷ係Ζ所得税͹
額ʤ分配時調整外国税相当額控除及;外国税額控除Ν適用͢͵い場合͹所得税͹額ͳ͢ɼ附帯税及;上記ʤ６ʥͶΓΕ課ͤ所得税
͹額Ν除くɽʥΝいうɽ 

ʤ注̐ʥ 上記ʤ注̏ʥ͹ʰ申告不要制度ʱͳͺɼ次Ͷ掲͝Ζ特例Νいうɽ 

ᶅ 確定申告Ν要͢͵い配当所得等͹特例 

ᶆ 確定申告Ν要͢͵い上場株式等͹譲渡ͶΓΖ所得͹特例 

ʤ注̑ʥ 上記ʤ注̏ʥ͹合計所得金額Ͷͺɼ源泉分離課税͹対象ͳ͵Ζ所得金額Ν含Ή͵い͞ͳͳͤΖʤＮＩＳＡ制度及;特定中小会
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社͗設立͹際Ͷ発行ͪ͢株式͹取得Ͷ要ͪ͢金額͹控除等͹特例Ͷ͕いͱ非課税ͳ͠ΗΖ金額΍含Ή͵いɽʥɽ 

ʤ７ʥ 上記ʤ６ʥ͹適用͗あΖ場合͹所得税͹確定申告書͹記載事項Ν定ΌΖほ͖ɼ所要͹措置Ν講ͥΖɽ 

ʤ注ʥ 上記͹改正ͺɼ令和̕年分以後͹所得税Ͷͯいͱ適用ͤΖɽ 

 

̒ 租税特別措置等 

ʤ国税ʥ 

ʦ延長・拡充ʧ 

ʤ６ʥ 肉用牛͹売却ͶΓΖ農業所得͹課税͹特例͹適用期限Ν̑年延長ͤΖʤ法人税Ͷͯいͱ΍同様ͳͤΖɽʥɽ 

 

ʤ７ʥ 児童養護施設退所者等Ͷ対ͤΖ自立支援資金貸付事業ͶΓΖ金銭͹貸付͜Ͷͯ͘ɼ当該貸付͜Ͷ係Ζ債務͹免除Ν受͜Ζ場合Ͷͺɼ 

当該免除ͶΓΕ受͜Ζ経済的͵利益͹価額Ͷͯいͱͺɼͨ͹事業内容͹見直͢後΍引͘続͘所得税Ν課͠͵い͞ͳͳͤΖɽ 

 

ʤ８ʥ ͽͳΕ親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業͹住宅支援資金貸付͜ͶΓΖ金銭͹貸付͜Ͷͯ͘ɼ当該貸付͜Ͷ係Ζ債務͹免除Ν受͜
Ζ場合Ͷͺɼ当該免除ͶΓΕ受͜Ζ経済的͵利益͹価額Ͷͯいͱͺɼ引͘続͘所得税Ν課͠͵い͞ͳͳͤΖɽ 

 

ʤ９ʥ 子育ͱ世帯等臨時特別支援事業͹ʰ支援給付金ʱͳ͢ͱ給付͠ΗΖ給付金ʤ既Ͷ給付͠Ηͪ΍͹Ν含΋ɽʥͶͯいͱɼ次͹措置Ν講
ͥΖɽ 

ᶅ 所得税Ν課͠͵いɽ 

ᶆ 国税͹滞納処分ͶΓΖ差押えΝ͢͵いɽ 

 

̓ ͨ͹他 

ʤ国税ʥ 

ʤ６ʥ 事業所得者等͹有ͤΖ棚卸資産や事業用資産等Ͷͯ͘特定非常災害͹指定Ν受ͪ͜災害ͶΓΕ生ͣͪ損失ʤ以下ʰ特定被災事業用資
産͹損失ʱͳいうɽʥͶͯいͱɼ次Ͷ掲͝Ζ΍͹͹繰越期間Ν̓年ʤ現行：̑年ʥͶ延長ͤΖɽ 

ᶅ 青色申告者Ͳͨ͹有ͤΖ事業用資産等ʤ土地等Ν除くɽʥ͹うちͶ特定被災事業用資産͹損失額͹占ΌΖ割合͗６５％以上ͲあΖ΍
͹ͺɼ被災事業用資産͹損失ͶΓΖ純損失Ν含΋ͨ͹年分͹純損失͹総額 

ᶆ 青色申告者以外͹者Ͳͨ͹有ͤΖ事業用資産等ʤ土地等Ν除くɽʥ͹うちͶ特定被災事業用資産͹損失額͹占ΌΖ割合͗６５％以上
ͲあΖ΍͹ͺɼͨ͹年Ͷ発生ͪ͢被災事業用資産͹損失ͶΓΖ純損失ͳ変動所得Ͷ係Ζ損失ͶΓΖ純損失ͳ͹合計額 

ᶇ 上記ᶅ及;ᶆ以外͹者ͺɼ特定被災事業用資産͹損失ͶΓΖ純損失͹金額 
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ʤ７ʥ 個人͹有ͤΖ住宅や家財等Ͷͯ͘特定非常災害͹指定Ν受ͪ͜災害ͶΓΕ生ͣͪ損失Ͷͯいͱɼ雑損控除Ν適用͢ͱͨ͹年分͹総
所得金額等͖Δ控除͢ͱ΍控除͘͢Η͵い損失額Ͷͯいͱ͹繰越期間Ν̓年ʤ現行：̑年ʥͶ延長ͤΖɽ 

 

ʤ８ʥ 給与所得者͹特定支出控除͹特例Ͷͯいͱɼ次͹措置Ν講ͥΖɽ 

ᶅ ͨ͹支出͗ɼ本特例͹対象ͳ͵Ζ研修費又ͺ資格取得費Ͷ該当ͤΖ΍͹ͲあΖ場合Ͷ͕いͱɼ教育訓練給付金͹支給対象ͳ͵Ζ教
育訓練Ͷ係Ζ΍͹ͲあΖͳ͘ͺɼ現行͹給与等͹支払者ͶΓΖͨ͹支出͗特定支出Ͷ該当ͤΖ旨͹証明͹書類͹確定申告書等΃͹
添付Ͷ代えͱɼΫャϨΠコンγϩνンφͶΓΖͨ͹支出͗特定支出Ͷ該当ͤΖ旨͹証明͹書類͹確定申告書等΃͹添付͗Ͳ͘Ζ͞
ͳͳͤΖɽ 

ᶆ ͨ͹他所要͹措置Ν講ͥΖɽ 

 

ʤ5ʥ 個人事業者͗ͨ͹事業Ν開始͢ɼ又ͺ廃止ͪ͢場合Ͷ行う届出書等͹提出Ν一括Ͳ行えΖΓうɼ次͹見直͢Ν行うɽ 

ᶅ 個人事業͹開業・廃業等届出書Ͷͯいͱɼͨ ͹提出期限Νͨ͹事業͹開始等͹事実͗あͮͪ日͹属ͤΖ年分͹確定申告期限ͳͤΖ
ͳͳ΍Ͷɼ事務所等Ν移転ͤΖ場合͹ͨ͹提出先Ν納税地͹所轄税務署長ͳͤΖほ͖ɼ記載事項͹簡素化Ν行うɽ 

ᶆ 青色申告書ͶΓΖ申告ΝやΌΖ旨͹届出書Ͷͯいͱɼͨ͹提出期限Νͨ͹申告ΝやΌΓうͳͤΖ年分͹確定申告期限ͳͤΖͳͳ
΍Ͷɼ記載事項͹簡素化Ν行うɽ 

ᶇ 次Ͷ掲͝Ζ届出書等Ͷͯいͱɼ記載事項͹簡素化Ν行うɽ 

΢ 納期͹特例Ͷ関ͤΖ承認͹申請書 

ロ 青色申告承認申請書及;青色専従者給与Ͷ関ͤΖ届出書 

ύ 給与等͹支払ΝͤΖ事務所͹開設等͹届出書 

ʤ注ʥ 上記ᶅ͹改正ͺ令和̖年̏月̏日以後͹事業͹開始等Ͷͯいͱɼ上記ᶆ͹改正ͺ令和̖年分以後͹所得税Ͷͯいͱɼ上記ᶇ΢͹
改正ͺ令和̗年̏月分以後͹承認申請Ͷͯいͱɼ上記ᶇロ͹改正ͺ令和̗年分以後͹所得税Ͷͯいͱɼ上記ᶇύ͹改正ͺ令和̗年
̏月̏日以後͹事務所͹開設等ͶͯいͱɼͨΗͩΗ適用ͤΖɽ 

 

ʤ9ʥ 源泉徴収票͹提出方法Ͷͯいͱɼ次͹見直͢Ν行うɽ 

ᶅ 給与等͹支払ΝͤΖ者͗ɼ市区町村͹長Ͷ給与支払報告書Ν提出ͪ͢場合Ͷͺɼͨ͹報告書Ͷ記載͠Ηͪ給与等Ͷͯいͱ税務署
長Ͷ給与所得͹源泉徴収票Ν提出ͪ͢΍͹ͳΊ͵ͤɽ 

ᶆ 上記ᶅ͹見直͢Ͷ伴いɼ給与所得͹源泉徴収票͹税務署長΃͹提出Ν要͢͵い͞ͳͳ͠ΗΖ給与等͹範囲Νɼ給与支払報告書͹市
区町村͹長΃͹提出Ν要͢͵い͞ͳͳ͠ΗΖ給与等͹範囲ͳ同様Ͷɼ年͹中途Ͷ͕いͱ退職ͪ͢居住者Ͷ対ͤΖͨ͹年中͹給与等
͹支払金額͗８５ 万円以下ͲあΖ場合͹ͨ͹給与等ͳͤΖほ͖ɼ͞ΗͶ伴う所要͹措置Ν講ͥΖɽ 

ᶇ 公的年金等͹源泉徴収票͹提出方法Ͷͯいͱ΍同様͹措置Ν講ͥΖɽ 
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ʤ注ʥ 上記͹改正ͺɼ令和̗年̏月̏日以後Ͷ提出ͤ΄͘給与所得及;公的年金等͹源泉徴収票Ͷͯいͱ適用ͤΖɽ 

 

ʤ６９ʥ 高等学校等就学支援金͹支給Ͷ関ͤΖ法律͹高等学校等就学支援金Ͷͯいͱɼ所要͹法令改正Ν前提Ͷɼ引͘続͘次͹措置Ν講ͥ
Ζɽ 

ᶅ 所得税Ν課͠͵いɽ 

ᶆ 国税͹滞納処分ͶΓΖ差押えΝ禁止ͤΖɽ 

 

ʤ６5ʥ 母子及;父子並;Ͷ寡婦福祉法͹高等職業訓練促進給付金Ͷͯいͱɼ所要͹法令改正Ν前提Ͷɼ引͘続͘次͹措置Ν講ͥΖɽ 

ᶅ 所得税Ν課͠͵いɽ 

ᶆ 国税͹滞納処分ͶΓΖ差押えΝ禁止ͤΖɽ 

 

ʤ６6ʥ 介護保険法͹介護給付Ͷͯいͱɼ所要͹法令改正Ν前提Ͷɼ引͘続͘次͹措置Ν講ͥΖほ͖ɼ所要͹措置Ν講ͥΖɽ 

ᶅ 所得税Ν課͠͵いɽ 

ᶆ 国税͹滞納処分ͶΓΖ差押えΝ禁止ͤΖɽ 

 

ʤ６7ʥ 生活困窮者自立支援法͹生活困窮者住居確保給付金Ͷͯいͱɼ所要͹法令改正Ν前提Ͷɼ引͘続͘次͹措置Ν講ͥΖɽ 

ᶅ 所得税Ν課͠͵いɽ 

ᶆ 国税͹滞納処分ͶΓΖ差押えΝ禁止ͤΖɽ 

 

ʤ６8ʥ 戦没者等͹妻Ͷ対ͤΖ特別給付金支給法͹一部改正ͶΓΕ引͘続͘支給͠ΗΖ͞ͳͳ͵Ζ特別給付金Ͷͯいͱɼ次͹措置Ν講ͥΖɽ 

ᶅ 所得税Ν課͠͵いɽ 

ᶆ 国税͹滞納処分ͶΓΖ差押えΝ禁止ͤΖɽ 

 

ʤ６9ʥ 健康保険法͹出産育児一時金等Ͷͯいͱɼ所要͹法令改正Ν前提Ͷɼ引͘続͘次͹措置Ν講ͥΖɽ 

ᶅ 所得税Ν課͠͵いɽ 

ᶆ 国税͹滞納処分ͶΓΖ差押えΝ禁止ͤΖɽ 

 

ʤ７５ʥ 駐留軍関係離職者等臨時措置法ɼ国際協定͹締結等Ͷ伴う漁業離職者Ͷ関ͤΖ臨時措置法及;労働施策͹総合的͵推進並;Ͷ労働
者͹雇用͹安定及;職業生活͹充実等Ͷ関ͤΖ法律施行規則等͹一部改正ͶΓΕ引͘続͘支給͠ΗΖ͞ͳͳ͵Ζ労働施策͹総合的͵
推進並;Ͷ労働者͹雇用͹安定及;職業生活͹充実等Ͷ関ͤΖ法律等͹職業転換給付金ʤ事業主Ͷ対͢ͱ支給͠ΗΖ΍͹Ν除くɽʥͶ
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ͯいͱɼ次͹措置Ν講ͥΖɽ 

ᶅ 所得税Ν課͠͵いɽ 

ᶆ 国税͹滞納処分ͶΓΖ差押えΝ禁止ͤΖɽ 

 

三 法人課税 

̏ 成長ͳ分配͹好循環͹実現 

ʤ国税ʥ 

ʤ７ʥ 試験研究Ν行ͮͪ場合͹税額控除制度ʤ研究開発税制ʥͶͯいͱɼ次͹見直͢Ν行うʤ所得税Ͷͯいͱ΍同様ͳͤΖɽʥɽ 

ᶅ 一般試験研究費͹額Ͷ係Ζ税額控除制度Ͷͯいͱɼ次͹見直͢Ν行うɽ 

΢ 税額控除率Ν次͹ͳ͕Ε見直͢ɼͨ͹下限Ν̏％ʤ現行：̐％ʥͶ引͘下ͪ͝上ɼͨ͹上限Ν６９％ʤ原則：６５％ʥͳͤΖ特例͹
適用期限Ν̑年延長ͤΖɽ 

ʤ΢ʥ 増減試験研究費割合͗６７％超 

６６３5％＋ʤ増減試験研究費割合－６７％ʥ×５３８75 

ʤロʥ 増減試験研究費割合͗６７％以下 

６６３5％－ʤ６７％－増減試験研究費割合ʥ×５３７5 

ロ 令和̓年̒月̏日͖Δ令和̖年̑月８６ 日ΉͲ͹間Ͷ開始ͤΖ各事業年度͹控除税額͹上限Ͷͯいͱɼ増減試験研究費割合͗
̒％Ν超えΖ部分̏％当ͪΕ当期͹法人税額͹５３6７5％ʤ̓％Ν上限ͳͤΖɽʥΝ加算͢ɼ増減試験研究費割合͗マ΢ψη̒％Ν下
回Ζ部分̏％当ͪΕ当期͹法人税額͹５３6７5％ʤ̓％Ν上限ͳͤΖɽʥΝ減算ͤΖ特例Ν設͜Ζɽ 

ʤ注ʥ 試験研究費͹額͗平均売上金額͹６５％Ν超えΖ場合Ͷͺɼ上記͹特例ͳ試験研究費͹額͗平均売上金額͹６５％Ν超えΖ場合
Ͷ͕͜Ζ控除税額͹上限͹上乗ͦ特例ͳ͹うち控除税額͹上限͗大͘く͵Ζ方͹特例Ν適用ͤΖɽ 

ύ 試験研究費͹額͗平均売上金額͹６５％Ν超えΖ場合Ͷ͕͜Ζ税額控除率͹特例及;控除税額͹上限͹上乗ͦ特例͹適用期限Ν
̑年延長ͤΖɽ 

ω 基準年度比売上金額減少割合͗̐％以上等͹場合Ͷ͕͜Ζ控除税額͹上限͹上乗ͦ特例ͺɼ適用期限͹到来Ν΍ͮͱ廃止ͤΖɽ 

ᶆ 中小企業技術基盤強化税制Ͷͯいͱɼ次͹見直͢Ν行うɽ 

΢ 増減試験研究費割合͗9３９％Ν超えΖ場合͹特例Ν増減試験研究費割合͗６７％Ν超えΖ場合Ͷ次͹ͳ͕ΕͳͤΖ特例Ͷ見直ͪ͢
上ɼͨ͹適用期限Ν̑年延長ͤΖɽ 

ʤ΢ʥ 税額控除率ʤ６７％ʥͶɼ増減試験研究費割合͖Δ６７％Ν控除ͪ͢割合Ͷ５３８75Ν乗ͣͱ計算ͪ͢割合Ν加算ͤΖɽ 

ʤロʥ 控除税額͹上限Ͷ当期͹法人税額͹６５％Ν上乗ͦͤΖɽ 

ロ 試験研究費͹額͗平均売上金額͹６５％Ν超えΖ場合Ͷ͕͜Ζ税額控除率͹特例及;控除税額͹上限͹上乗ͦ特例͹適用期限Ν
̑年延長ͤΖɽ 
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ύ 基準年度比売上金額減少割合͗̐％以上等͹場合Ͷ͕͜Ζ控除税額͹上限͹上乗ͦ特例ͺɼ適用期限͹到来Ν΍ͮͱ廃止ͤΖɽ 

ʤ注ʥ 税額控除率ͺɼ６7％Ν上限ͳͤΖʤ現行ͳ同ͣɽʥɽ 

ᶇ 特別試験研究費͹額Ͷ係Ζ税額控除制度Ͷͯいͱɼ次͹見直͢Ν行うɽ 

΢ 関係法令͹改正Ν前提Ͷɼ対象ͳ͵Ζ特別試験研究費͹額Ͷɼ特別新事業開拓事業者ͳ͹共同研究及;特別新事業開拓事業者΃
͹委託研究Ͷ係Ζ試験研究費͹額Ν加えɼͨ͹税額控除率Ν７5％ͳͤΖɽ 

ʤ注̏ʥ 上記͹ʰ特別新事業開拓事業者ʱͳͺɼ産業競争力強化法͹新事業開拓事業者͹うち同法͹特定事業活動Ͷ資ͤΖ事業Ν行
う会社ʤ既Ͷ事業Ν開始͢ͱいΖ΍͹Ͳɼ一定͹投資事業有限責任組合Ν通ͣͱ又ͺ国立研究開発法人͖Δ出資Ν受͜ͱいΖ
͞ͳɼ設立後６5年未満Ͳ研究開発費͹額͹売上高͹額Ͷ対ͤΖ割合͗６５％以上ͲあΖ͞ͳ等͹要件Ͷ該当ͤΖ΍͹Ͷ限Ζɽʥ
Ͳɼͨ ͹経営資源͗ɼͨ ͹特定事業活動Ͷ͕͜Ζ高い生産性͗見込ΉΗΖ事業Ν行う͞ͳ又ͺ新ͪ͵事業͹開拓Ν行う͞ͳͶ
資ͤΖ΍͹ͲあΖ͞ͳͨ͹他͹基準Ν満ͪͤ͞ͳͶͯ͘経済産業大臣͹証明͗あΖ΍͹Νいうɽ 

ʤ注̐ʥ 共同研究及;委託研究͹範囲ͺɼ現行͹研究開発型ϗンοャー企業ͳ͹共同研究及;研究開発型ϗンοャー企業΃͹委託研
究ͳ同様ͳͤΖɽ 

ロ 対象ͳ͵Ζ特別試験研究費͹額Ͷ次͹要件͹全ͱΝ満ͪͤ試験研究Ͷ係Ζʤロʥ̲ ͹額Ν加えɼͨ ͹税額控除率Ν７５％ͳͤΖɽ 

ʤ΢ʥ ͨ͹法人͹役員又ͺ使用人ͲあΖ次͹者ʤ以下ʰ新規高度研究業務従事者ʱͳいうɽʥͶ対͢ͱ人件費Ν支出͢ͱ行う試験
研究ͲあΖ͞ͳɽ 

̲ 博士͹学位Ν授与͠Ηͪ者Ͳɼͨ͹授与͠Ηͪ日͖Δ̓年Ν経過͢ͱい͵い΍͹ 

̳ 他͹者ʤͨ͹法人ͳ͹間Ͷ一定͹資本関係͗あΖ者Ν除くɽʥ͹役員又ͺ使用人ͳ͢ͱ６５年以上専Δ研究業務Ͷ従事͢ͱ
いͪ者Ͳɼͨ͹法人ʤͨ͹法人ͳ͹間Ͷ一定͹資本関係͗あΖ者Ν含΋ɽʥ͹役員又ͺ使用人ͳ͵ͮͪ日͖Δ̓年Ν経過͢
ͱい͵い΍͹ 

ʤロʥ ̲͹額̳͗͹額͹うちͶ占ΌΖ割合ʤ以下ʰ新規高度人件費割合ʱͳいうɽʥΝ前期͹新規高度人件費割合Ͳ除͢ͱ計算͢
ͪ割合͗６３５８以上ͲあΖ法人͗行う試験研究ʤ工業化研究Ν除くɽʥͲあΖ͞ͳɽ 

̲ 試験研究費͹額ʤ工業化研究Ͷ係Ζ試験研究費͹額Ν除くɽʥ͹うち新規高度研究業務従事者Ͷ対ͤΖ人件費͹額 

̳ 試験研究費͹額͹うちͨ͹法人͹役員又ͺ使用人ͲあΖ者Ͷ対ͤΖ人件費͹額 

ʤύʥ 次͹いͥΗ͖Ͷ該当ͤΖ試験研究ͲあΖ͞ͳɽ 

̲ ͨ͹内容Ͷ関ͤΖ提案͗広く一般Ͷ又ͺͨ͹法人͹使用人Ͷ募集͠Ηͪ͞ͳɽ 

̳ ͨ͹内容͗ͨ͹試験研究Ͷ従事ͤΖ新規高度研究業務従事者͖Δ提案͠Ηͪ΍͹ͲあΖ͞ͳɽ 

̴ ͨ͹試験研究Ͷ従事ͤΖ者͗広く一般Ͷ又ͺͨ͹法人͹役員若͢くͺ使用人Ͷ募集͠Ηɼͨ͹試験研究Ͷ従事ͤΖ新規
高度研究業務従事者͗ͨ͹募集Ͷ応ͣͪ者ͲあΖ͞ͳɽ 

ύ 対象ͳ͵Ζ特別試験研究費͹範囲͖Δɼ研究開発型ϗンοャー企業ͳ͹共同研究及;研究開発型ϗンοャー企業΃͹委託研究
Ͷ係Ζ試験研究費Ν除外ͤΖɽ 
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ω 特別試験研究費͹対象ͳ͵Ζ特別研究機関等ͳ͹共同研究及;特別研究機関等΃͹委託研究Ͷͯいͱɼ特別研究機関等͹範囲
Ͷ福島国際研究教育機構Ν加えΖɽ 

ᶈ 試験研究費͹うち対価Ν得ͱ提供ͤΖ新ͪ͵役務͹開発Ͷ係Ζ試験研究͹ͪΌͶ要ͤΖ一定͹費用Ͷͯいͱɼ既Ͷ有ͤΖ大量͹
情報Ν用いΖ場合Ͷͯいͱ΍対象ͳͤΖɽ 

ᶉ 試験研究費͹範囲͖Δɼ性能向上Ν目的ͳ͢͵い͞ͳ͗明Δ͖͵開発業務͹一部ͳ͢ͱ考案͠ΗΖυδ΢ンͶ基Ͱ͘行う設計及
;試作Ͷ要ͤΖ費用Ν除外ͤΖɽ 

ᶊ 分割等͗あͮͪ場合͹調整計算͹特例͹適用Ν受͜ΖͪΌ͹手続͹見直ͨ͢͹他͹所要͹措置Ν講ͥΖɽ 

 

̐ 地域Ͷ͕͜Ζ活力 

ʤ国税ʥ 

ʤ７ʥ 中小企業投資促進税制Ͷͯいͱɼ次͹見直͢Ν行ͮͪ上ɼͨ͹適用期限Ν̐年延長ͤΖʤ所得税Ͷͯいͱ΍同様ͳͤΖɽʥɽ 

ᶅ 対象資産͖Δɼコ΢ンϧンχϨー業ʤ主要͵事業ͲあΖ΍͹Ν除くɽʥ͹用Ͷ供ͤΖ機械装置Ͳͨ͹管理͹͕͕΋͸全部Ν他͹者
Ͷ委託ͤΖ΍͹Ν除外ͤΖɽ 

ᶆ 対象資産Ͷͯいͱɼ総φン数5５５φン以上͹船舶Ͷあͮͱͺɼ環境΃͹負荷͹低減Ͷ資ͤΖ設備͹設置状況等Ν国土交通大臣Ͷ届
͜出ͪ船舶Ͷ限定ͤΖɽ 

 

ʤ８ʥ 中小企業者等͗特定経営力向上設備等Ν取得ͪ͢場合͹特別償却又ͺ税額控除制度ʤ中小企業経営強化税制ʥͶͯいͱɼ関係法令͹
改正Ν前提Ͷ特定経営力向上設備等͹対象͖Δコ΢ンϧンχϨー業又ͺ暗号資産マ΢ωンή業ʤ主要͵事業ͲあΖ΍͹Ν除くɽʥ͹用
Ͷ供ͤΖ資産Ͳͨ͹管理͹͕͕΋͸全部Ν他͹者Ͷ委託ͤΖ΍͹Ν除外ͪ͢上ɼͨ͹適用期限Ν̐年延長ͤΖʤ所得税Ͷͯいͱ΍同
様ͳͤΖɽʥɽ 

 

̒ ͨ͹他͹租税特別措置等 

ʤ国税ʥ 

ʦ新設ʧ 

令和̓年̒月̏日͖Δ令和̔年̑月８６日ΉͲ͹間Ͷ産業競争力強化法͹事業再編計画͹認定Ν受ͪ͜法人͗同法͹特定剰余金配当ͳ͢
ͱ行う現物分配Ͳ完全子法人͹株式͗移転ͤΖ΍͹ͺɼ株式分配Ͷ該当ͤΖ͞ͳͳ͢ɼͨ ͹現物分配͹うち次͹要件Ͷ該当ͤΖ΍͹ͺɼ適
格株式分配Ͷ該当ͤΖ͞ͳͳͤΖʤ所得税Ͷͯいͱ΍同様ͳͤΖɽʥɽ 

ʤ６ʥ ͨ͹法人͹株主͹持株数Ͷ応ͣͱ完全子法人͹株式͹ΊΝ交付ͤΖ΍͹ͲあΖ͞ͳɽ 

ʤ７ʥ ͨ͹現物分配͹直後Ͷͨ͹法人͗有ͤΖ完全子法人͹株式͹数͗発行済株式͹総数͹７５％未満ͳ͵Ζ͞ͳɽ 

ʤ８ʥ 完全子法人͹従業者͹͕͕΋͸9５％以上͗ͨ͹業務Ͷ引͘続͘従事ͤΖ͞ͳ͗見込ΉΗͱいΖ͞ͳɽ 
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ʤ９ʥ 適格株式分配ͳ同様͹非支配要件ɼ主要事業継続要件及;特定役員継続要件Ν満ͪͤ͞ͳɽ 

ʤ5ʥ ͨ͹認定Ͷ係Ζ関係事業者又ͺ外国関係法人͹特定役員Ͷ対͢ͱ新株予約権͗付与͠Ηɼ又ͺ付与͠ΗΖ見込Ί͗あΖ͞ͳ等͹要
件Ν満ͪͤ͞ͳɽ 

 

ʦ拡充等ʧ 

ʤ６ʥ 地域経済牽引事業͹促進区域内Ͷ͕いͱ特定事業用機械等Ν取得ͪ͢場合͹特別償却又ͺ税額控除制度Ͷͯいͱɼ次͹措置Ν講ͣ
ͪ上ɼͨ͹適用期限Ν̐年延長ͤΖʤ所得税Ͷͯいͱ΍同様ͳͤΖɽʥɽ 

ᶅ 特別償却率及;税額控除率Ν引͘上͝Ζ措置Ͷͯいͱɼ次͹措置Ν講ͥΖɽ 

΢ 本措置͹対象Ͷɼ次͹要件͹全ͱΝ満ͪͤ場合Ν加えΖɽ 

ʤ΢ʥ ͨ͹承認地域経済牽引事業者͹ͨ͹承認地域経済牽引事業Ͷͯいͱ主務大臣͹確認Ν受͜Ζ事業年度͹前事業年度及;
前々事業年度Ͷ͕͜Ζ平均付加価値額͗5５億円以上ͲあΖ͞ͳɽ 

ʤロʥ ͨ͹承認地域経済牽引事業͗̑億円以上͹付加価値額Ν創出ͤΖͳ見込ΉΗΖ΍͹ͲあΖ͞ͳɽ 

ʤύʥ 労働生産性͹伸;率及;投資収益率͗一定水準以上ͳ͵Ζ͞ͳ͗見込ΉΗΖ͞ͳɽ 

ロ 本措置͹対象͖Δɼ承認地域経済牽引事業͹実施場所͗特定非常災害Ͷ基因͢ͱ事業又ͺ居住͹用Ͷ供ͤΖ͞ͳ͗Ͳ͘͵く͵
ͮͪ建物又ͺ構築物͗所在͢ͱいͪ区域内ͲあΖ場合等Ͷ先進性Ͷ係Ζ要件Ν満ͪͤ͞ͳͳͤΖ特例ͶΓΕ主務大臣͹確認Ν受
͜Ζ場合Ν除外ͤΖɽ 

ᶆ 承認地域経済牽引事業͹主務大臣͹確認要件Ͷͯいͱɼ次͹見直͢Ν行うɽ 

΢ 次͹運用͹改善Ν行うɽ 

ʤ΢ʥ 要件͹判定Ͷ͕いͱ売上高Ν計算ͤΖ場合Ͷͺɼ需要͹変動等ͶΓΖ影響Ν勘案ͪ͢計算方法Ν用いΖ͞ͳͳͤΖɽ 

ʤロʥ 先進性Ͷ係Ζ要件Ͷͯいͱɼ評価委員͹評価精度͹向上Ͷ向ͪ͜措置Ν講ͥΖɽ 

ロ 経済施策Ν一体的Ͷ講ͥΖ͞ͳͶΓΖ安全保障͹確保͹推進Ͷ関ͤΖ法律͹規定ͶΓΕ特定重要物資ͳ͢ͱ指定͠Ηͪ物資͹
製造Ͷ係Ζ事業Ͷͯいͱͺɼγϕϧ΢οΥーン͹強ͣΞ化Ͷ資ͤΖ類型Ͷ該当͢͵い΍͹ͳ͢ͱ取Ε扱う͞ͳͳͤΖɽ 

ύ 対象事業Ν行う承認地域経済牽引事業者ʤ以下ʰ対象事業者ʱͳいうɽʥ͗取得ͤΖ予定͹減価償却資産͹取得予定価額͗ͨ͹
対象事業者͹前事業年度Ͷ͕͜Ζ減価償却費͹額͹６５％以上͹額ͲあΖ͞ͳͳ͹要件Νɼ対象事業者͗取得ͤΖ予定͹減価償却
資産͹取得予定価額͗ͨ͹対象事業者͹前事業年度Ͷ͕͜Ζ減価償却費͹額ʤͨ͹対象事業者͗連結会社ͲあΖ場合Ͷあͮͱͺɼ
͞ΗͶɼ同一͹連結͹範囲Ͷ含ΉΗΖ他͹会社͹前連結会計年度Ͷ͕͜Ζ減価償却費͹額͹合計額Ν加えͱ得ͪ額ʥ͹７５％以上
͹額ͲあΖ͞ͳͳ͹要件Ͷ見直ͤɽ 

 

ʤ７ʥ 特定船舶͹特別償却制度Ͷͯいͱɼ次͹見直͢Ν行ͮͪ上ɼͨ͹適用期限Ν̑年延長ͤΖʤ所得税Ͷͯいͱ΍同様ͳͤΖɽʥɽ 

ᶅ 外航船舶Ͷͯいͱɼ次͹見直͢Ν行うɽ 
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΢ 海上運送法͹改正Ν前提Ͷɼ同法͹認定外航船舶確保等計画ʤ仮称ʥͶ従ͮͱ取得等Νͪ͢同法͹特定外航船舶ʤ仮称ʥ͹特別
償却率Ν次͹ͳ͕ΕͳͤΖɽ 

ʤ΢ʥ 特定先進船舶ͲあΖ特定船舶Ͷ該当ͤΖ船舶ʤ現行：６8％ʤ日本船舶Ͷͯいͱͺɼ７５％ʥʥ 

̲ 海上運送法͹本邦対外船舶運航事業者等ʤ仮称ʥ͹対外船舶運航事業͹用Ͷ供͠ΗΖ船舶 ８５％ʤ日本船舶Ͷͯいͱͺɼ
８７％ʥ 

̳ 上記̲以外͹船舶 ７8％ʤ日本船舶Ͷͯいͱͺɼ８５％ʥ 

ʤロʥ 特定先進船舶以外͹特定船舶Ͷ該当ͤΖ船舶ʤ現行：６5％ʤ日本船舶Ͷͯいͱͺɼ６7％ʥʥ 

̲ 上記ʤ΢ʥ̲͹船舶 ７7％ʤ日本船舶Ͷͯいͱͺɼ７9％ʥ 

̳ 上記ʤ΢ʥ̳͹船舶 ７5％ʤ日本船舶Ͷͯいͱͺɼ７7％ʥ 

ʤ注ʥ 上記͹改正ͺɼ海上運送法͹改正法͹施行͹日以後Ͷ取得等ΝͤΖ船舶ʤ同日前Ͷ締結ͪ͢契約Ͷ基Ͱいͱ取得ͤΖ船舶
Ν除くɽʥͶͯいͱ適用ͤΖɽ 

ロ 特定先進船舶Ͷͯいͱɼ液化天然ΪηΝ燃料ͳͤΖ船舶Ν加えɼ耐食鋼Ν用いͪ船舶Ν除外ͤΖɽ 

ύ 対象船舶͖Δ匿名組合契約等͹目的ͲあΖ船舶貸渡業͹用Ͷ供͠ΗΖ船舶ʤ海上運送法͹認定先進船舶導入等計画Ͷ従ͮͱ取
得等Νͪ͢同法͹先進船舶Ν除くɽʥΝ除外ͤΖɽ 

ω 事業͹経営͹合理化及;環境΃͹負荷͹低減Ͷ係Ζ要件͹見直͢Ν行うɽ 

ᶆ 内航船舶Ͷͯいͱɼ対象Ν総φン数5５５φン以上ʤ現行：８５５φン以上ʥ͹船舶Ͷ限定ͤΖɽ 

 

ʤ８ʥ 特定事業継続力強化設備等͹特別償却制度Ͷͯいͱɼ次͹見直͢Ν行ͮͪ上ɼͨ ͹適用期限Ν̐年延長ͤΖʤ所得税Ͷͯいͱ΍同様
ͳͤΖɽʥɽ 

ᶅ 対象資産Ͷ耐震装置Ν加えΖɽ 

ᶆ 令和̕年̒月̏日以後Ͷ取得等ΝͤΖ資産͹特別償却率Ν６6％ʤ現行：７５％ʤ令和̓年̒月̏日以後ͺɼ６8％ʥʥͶ引͘下͝Ζɽ 

 

ʤ９ʥ 特定都市再生建築物͹割増償却制度Ͷͯいͱɼ次͹見直͢Ν行ͮͪ上ɼͨ͹適用期限Ν̑年延長ͤΖʤ所得税Ͷͯいͱ΍同様ͳͤ 

Ζɽʥɽ 

ᶅ 対象ͳ͵Ζ民間都市再生事業計画͹うち特定都市再生緊急整備地域以外͹都市再生緊急整備地域Ͷ͕͜Ζ民間都市再生事業計画
͹認定要件Ͷͯいͱɼ次͹見直͢Ν行うɽ 

΢ 都市再生特別措置法施行令͹改正Ν前提Ͷɼͨ͹都市再生事業͹施行͠ΗΖ土地͹区域͹面積要件Ν５３5ha 以上ʤ現行：原則̏
ha 以上ʥͶ引͘下͝Ζɽ 

ロ 地方͹魅力向上又ͺ地域͹活性化等Ͷ資ͤΖ機能Ν整備ͤΖ͞ͳͳ͹要件Ν加えΖɽ 

ᶆ 特定都市再生緊急整備地域内Ͷ͕いͱ行わΗΖ都市再生事業͹要件͹うちͨ͹都市再生事業͹施行͠ΗΖ土地͹区域内Ͷ整備͠
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ΗΖ建築物͹延΄面積要件Ν75１５５５㎡以上ʤ現行：5５１５５５㎡以上ʥͶ引͘上͝Ζɽ 

 

ʦ廃止・縮減等ʧ 

ʤ６ʥ υζνϩφϧンηϓΧーϟーεョン投資促進税制Ͷͯいͱɼ次͹ͳ͕Ε主務大臣͹確認要件͹見直͢Ν行ͮͪ上ɼͨ͹適用期限Ν
̐年延長ͤΖʤ所得税Ͷͯいͱ΍同様ͳͤΖɽʥɽ 

ᶅ 生産性͹向上又ͺ新需要͹開拓Ͷ関ͤΖ要件Νɼ売上高͗６５％以上増加ͤΖ͞ͳ͗見込ΉΗΖ͞ͳͳ͹要件Ͷ見直ͤɽ 

ᶆ 取組類型Ͷ関ͤΖ要件Νɼ対象事業͹海外売上高比率͗一定割合以上ͳ͵Ζ͞ͳ͗見込ΉΗΖ͞ͳͳ͹要件Ͷ見直ͤɽ 

ʤ注ʥ 令和̓年̒月̏日前Ͷ認定͹申請Νͪ͢事業適応計画Ͷ従ͮͱ同日以後Ͷ取得等ΝͤΖ資産Ͷͯいͱͺɼ本制度Ν適用͢͵い
͞ͳͳͤΖɽ 

 

ʤ5ʥ 特定地域Ͷ͕͜Ζ工業用機械等͹特別償却制度Ͷͯいͱɼ次͹見直͢Ν行うʤ所得税Ͷͯいͱ΍同様ͳͤΖɽʥɽ 

ᶅ 半島振興対策実施地域Ͷ係Ζ措置Ͷͯいͱɼ対象地区͖Δ過疎地域Ͷ係Ζ措置͹対象地区Ν除外ͪ͢上ɼͨ ͹適用期限Ν̐年延長
ͤΖɽ 

ᶆ 離島振興対策実施地域Ͷ係Ζ措置Ͷͯいͱɼ離島振興法͹一部Ν改正ͤΖ法律ͶΓΖ改正後͹離島振興法͹離島振興計画Ͷ͕い
ͱ産業振興促進事項Ͷ記載͠ΗͱいΖ地区ʤ過疎地域Ͷ係Ζ措置͹対象地区Ν除くɽʥ及;事業Ͷ係Ζ措置Ͷ改組ͪ͢上ɼͨ͹適用
期限Ν̐年延長ͤΖɽ 

ʤ注ʥ 上記͹離島振興計画ͺɼ離島振興法͹離島振興基本方針Ͷ適合͢ͱいΖ旨͹通知Ν受ͪ͜΍͹Ͷ限Ζɽ 

ᶇ 奄美群島Ͷ係Ζ措置Ͷͯいͱɼ対象地区͖Δ過疎地域Ͷ係Ζ措置͹対象地区Ν除外ͪ͢上ɼͨ͹適用期限Ν̏年延長ͤΖɽ 

 

ʤ6ʥ 医療用機器等͹特別償却制度Ͷͯいͱɼ医療用機器Ͷ係Ζ措置͹対象機器͹見直͢Ν行ͮͪ上ɼ制度͹適用期限Ν̐年延長ͤΖʤ所
得税Ͷͯいͱ΍同様ͳͤΖɽʥɽ 

 

ʤ7ʥ 事業再編計画͹認定Ν受ͪ͜場合͹事業再編促進機械等͹割増償却制度Ͷͯいͱɼ次͹見直͢Ν行ͮͪ上ɼͨ͹適用期限Ν̐年延
長ͤΖʤ所得税Ͷͯいͱ΍同様ͳͤΖɽʥɽ 

ᶅ 対象ͳ͵Ζ認定事業再編計画͖Δɼͨ͹認定事業再編計画Ͷ係Ζ事業再編͗ͨ͹法人͹保有ͤΖ施設͹相当程度͹撤去又ͺ設備
͹相当程度͹廃棄͹ΊΝ行う΍͹ͲあΖ場合Ͷ͕͜Ζ当該認定事業再編計画Ν除外ͤΖɽ 

ᶆ 割増償却率Νɼ機械装置Ͷͯいͱͺ８5％ʤ現行：９５％ʥͶɼ建物等及;構築物Ͷͯいͱͺ９５％ʤ現行：９5％ʥͶɼͨΗͩΗ引͘
下͝Ζɽ 

 

ʤ9ʥ 農業経営基盤強化準備金制度及;農用地等Ν取得ͪ͢場合͹課税͹特例Ͷͯいͱɼ対象ͳ͵Ζ特定農業用機械等͖Δ取得価額͗８５
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万円未満͹資産Ν除外ͪ͢上ɼ農業経営基盤強化準備金制度͹適用期限Ν̐年延長ͤΖʤ所得税Ͷͯいͱ΍同様ͳͤΖɽʥɽ 

 

ʤ６６ʥ 特定͹資産͹買換え͹場合等͹課税͹特例Ͷͯいͱɼ次͹見直͢Ν行ͮͪ上ɼͨ͹適用期限Ν̑年延長ͤΖʤ所得税Ͷͯいͱ΍同
様ͳͤΖɽʥɽ 

ᶅ 既成市街地等͹内͖Δ外΃͹買換えΝ適用対象͖Δ除外ͤΖɽ 

ᶆ 航空機騒音障害区域͹内͖Δ外΃͹買換えͶͯいͱɼ譲渡資産͖Δ令和̐年̒月̏日前Ͷ特定空港周辺航空機騒音対策特別措置
法͹航空機騒音障害防止特別地区又ͺ公共用飛行場周辺Ͷ͕͜Ζ航空機騒音ͶΓΖ障害͹防止等Ͷ関ͤΖ法律͹第二種区域ͳ͵ͮ
ͪ区域内ͶあΖ資産Ν除外ͤΖɽ 

ᶇ 長期所有͹土地ɼ建物等͖Δ国内ͶあΖ土地ɼ建物等΃͹買換えͶͯいͱɼ東京都͹特別区͹区域͖Δ地域再生法͹集中地域以外
͹地域΃͹本店又ͺ主ͪΖ事務所͹所在地͹移転Ν伴う買換え͹課税͹繰延΄割合Ν9５％ʤ現行：8５％ʥͶ引͘上͝ɼ同法͹集中
地域以外͹地域͖Δ東京都͹特別区͹区域΃͹本店又ͺ主ͪΖ事務所͹所在地͹移転Ν伴う買換え͹課税͹繰延΄割合Ν6５％ʤ現
行：7５％ʥͶ引͘下͝Ζɽ 

ᶈ 一定͹船齢͹日本船舶͖Δ環境΃͹負荷͹低減Ͷ資ͤΖ一定͹日本船舶΃͹買換えͶͯいͱɼ次͹見直͢Ν行うɽ 

΢ 外航船舶Ͷͯいͱɼ次͹見直͢Ν行うɽ 

ʤ΢ʥ 譲渡資産Ͷ係Ζ船齢要件Ν７５年未満ʤ現行：７5年未満ʥͶ引͘下͝Ζɽ 

ʤロʥ 買換資産Ͷ係Ζ環境΃͹負荷͹低減Ͷ係Ζ要件Ͷͯいͱɼ建造͹後事業͹用Ͷ供͠Ηͪ͞ͳ͹͵い国際総φン数̏万φン
以上͹船舶Ͷあͮͱͺ特定船舶͹特別償却制度Ͷ͕͜Ζ事業͹経営͹合理化及;環境΃͹負荷͹低減Ͷ係Ζ要件ͳ同様ͳͤ
Ζ等͹見直͢Ν行うɽ 

ロ 内航船舶Ͷͯいͱɼ次͹見直͢Ν行うɽ 

ʤ΢ʥ 譲渡資産Ͷ係Ζ船齢要件Ν７８年未満ʤ現行：７5年未満ʥͶ引͘下͝Ζɽ 

ʤロʥ 買換資産Ͷ係Ζ環境΃͹負荷͹低減Ͷ係Ζ要件Ν見直ͤɽ 

ύ 港湾͹作業船Ͷͯいͱɼ譲渡資産Ͷ係Ζ船齢要件Ν８５年未満ʤ現行：８5年未満ʥͶ引͘下ͪ͝上ɼ譲渡資産͖Δ平成７８年̏月
̏日以後Ͷ建造͠Ηͪ船舶Ν除外ͤΖɽ 

ω 譲渡資産及;買換資産͗同一͹用途ͲあΖ場合Ͷ限定ͤΖɽ 

ᶉ 先行取得͹場合ɼ特定͹資産͹譲渡Ͷ伴い特別勘定Ν設ͪ͜場合͹課税͹特例及;特定͹資産Ν交換ͪ͢場合͹課税͹特例Ν除
͘ɼ譲渡資産Ν譲渡ͪ͢日又ͺ買換資産Ν取得ͪ͢日͹いͥΗ͖早い日͹属ͤΖ̑月期間͹末日͹翌日以後̐月以内Ͷ本特例͹適
用Ν受͜Ζ旨ɼ適用Ν受͜ΓうͳͤΖ措置͹別ɼ取得予定資産又ͺ譲渡予定資産͹種類等Ν記載ͪ͢届出書Ν納税地͹所轄税務署長
Ͷ届͜出Ζ͞ͳΝ適用要件Ͷ加えΖɽ 

ʤ注ʥ 上記͹ʰ̑月期間ʱͳͺɼͨ͹事業年度Νͨ͹開始͹日以後̑月͟ͳͶ区分ͪ͢各期間Νいうɽ 

ᶊ 先行取得͹場合͹届出書Ͷͯいͱɼͨ͹記載事項Ν上記ᶉͳ同様ͳͤΖ見直͢Ν行うɽ 
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ᶋ ͨ͹他所要͹措置Ν講ͥΖɽ 

ʤ注ʥ 上記ᶉ及;ᶊ͹改正ͺɼ令和̔年̒月̏日以後Ͷ譲渡資産͹譲渡Ν͢ͱɼ同日以後Ͷ買換資産͹取得ΝͤΖ場合͹届出Ͷͯい
ͱ適用ͤΖɽ 

 

ʤ６７ʥ 株式等Ν対価ͳͤΖ株式͹譲渡Ͷ係Ζ所得͹計算͹特例Ͷͯいͱɼ対象͖Δ株式交付後Ͷ株式交付親会社͗同族会社ʤ非同族͹同
族会社Ν除くɽʥͶ該当ͤΖ場合Ν除外ͤΖʤ所得税Ͷͯいͱ΍同様ͳͤΖɽʥɽ 

ʤ注ʥ上記͹改正ͺɼ令和̓年６５ 月̏日以後Ͷ行わΗΖ株式交付Ͷͯいͱ適用ͤΖɽ 

 

ʤ６5ʥ 震災特例法Ͷ係Ζ被災代替資産等͹特別償却制度Ͷͯいͱɼ対象資産Ν漁船Ͷ限定ͪ͢上ɼͨ͹適用期限Ν̑年延長ͤΖʤ所得税
Ͷͯいͱ΍同様ͳͤΖɽʥɽ 

ʤ注ʥ 法人͗ɼや΋Ν得͵い事情ͶΓΕ令和̓年̒月̏日前Ͷ対象資産Ν事業͹用Ͷ供ͤΖ͞ͳ͗Ͳ͘͵͖ͮͪ場合Ͷͺɼ同日͖Δ令和
̕年̑月８６日ΉͲ͹間Ͷ事業͹用Ͷ供ͤΖ一定͹資産Ͷͯいͱ従前ʹ͕Ε適用Ν受͜Ζ͞ͳ͗Ͳ͘Ζ経過措置Ν講ͥΖɽ 

 

̓ ͨ͹他 

ʤ国税ʥ 

ʤ８ʥ 国庫補助金等Ͳ取得ͪ͢固定資産等͹圧縮額͹損金算入制度Ͷͯいͱɼ対象ͳ͵Ζ国庫補助金等͹範囲Ͷ国立研究開発法人新Φϋ
ϩάー・産業技術総合開発機構法Ͷ基Ͱく助成金Ͳ省ΦϋＡＩ半導体及;εητϞͶ関ͤΖ技術開発事業ʤ仮称ʥ等Ͷ係Ζ΍͹Ν加え
Ζʤ所得税Ͷͯいͱ΍同様ͳͤΖɽʥɽ 

 

ʤ９ʥ 企業再生Ͷ関ͤΖ税制Ͷͯいͱɼ次͹措置Ν講ͥΖʤ次͹ᶅ΢及;ᶆ͹措置ͺɼ所得税Ͷͯいͱ΍同様ͳͤΖɽʥɽ 

ᶅ 事業再構築͹ͪΌ͹私的整理法制͗整備͠ΗΖ͞ͳΝ前提Ͷɼ次͹措置Ν講ͥΖɽ 

΢ 個別評価金銭債権Ͷ係Ζ貸倒引当金制度Ͷͯいͱɼ貸倒引当金͹繰入事由Ͷ金銭債権Ͷ係Ζ債務者Ͷͯいͱ͹事業再構築͹ͪ
Ό͹計画͗成立ͪ͢͞ͳͶ基Ͱいͱͨ͹弁済Ν猶予͠Ηɼ又ͺ賦払ͶΓΕ弁済͠ΗΖ͞ͳΝ加えɼͨ ͹場合͹繰入限度額Νͨ͹金
銭債権͹額͹うち̓年以内Ͷ弁済͠ΗΖ͞ͳͳ͵ͮͱいΖ金額以外͹金額ͳͤΖɽ 

ᶆ 個別評価金銭債権Ͷ係Ζ貸倒引当金制度Ͷͯいͱɼ企業再生税制͹適用対象ͲあΖ再生計画認可͹決定͗あͮͪ͞ͳͶ準ͥΖ事
実͗本制度͹対象ͳ͵Ζ事由ͲあΖ͞ͳΝ明確化ͤΖɽ 

 

ʤ5ʥ 暗号資産͹評価方法等Ͷͯいͱɼ次͹見直͢Ν行うʤ次͹ᶆ͹見直͢ͺɼ所得税Ͷͯいͱ΍同様ͳͤΖɽʥɽ 

ᶆ 自己͗発行ͪ͢暗号資産Ͷͯいͱɼͨ͹取得価額Ν発行Ͷ要ͪ͢費用͹額ͳͤΖɽ 
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ʤ6ʥ 福島国際研究教育機構͹設立Ͷ伴いɼ次͹措置Ν講ͥΖʤ次͹ᶆ͹措置ͺɼ所得税Ͷͯいͱ΍同様ͳͤΖɽʥɽ 

ᶆ 特定公益増進法人͹範囲Ͷ福島国際研究教育機構Ν加えΖɽ 

 

ʤ６５ʥ 法人͗使用人Ͷ対͢ͱ支給ͤΖͯΊͪͱＮＩＳＡ奨励金Ͳ所得税法͹給与等Ͷ該当ͤΖ΍͹ͺ給与等͹支給額͗増加ͪ͢場合͹税
額控除制度͹対象ͳ͵Ζ給与等Ͷ該当ͤΖ͞ͳΝ明確化ͤΖʤ所得税Ͷͯいͱ΍同様ͳͤΖɽʥɽ 

 

四 消費課税 

̏ 適格請求書等保存方式Ͷ係Ζ見直͢ 

ʤ国税ʥ 

ʤ６ʥ 適格請求書発行事業者ͳ͵Ζ小規模事業者Ͷ係Ζ税額控除Ͷ関ͤΖ経過措置 

ᶅ 適格請求書発行事業者͹令和̓年６５月̏日͖Δ令和̖年̗月８５日ΉͲ͹日͹属ͤΖ各課税期間Ͷ͕いͱɼ免税事業者͗適格請求
書発行事業者ͳ͵ͮͪ͞ͳ又ͺ課税事業者選択届出書Ν提出ͪ͢͞ͳͶΓΕ事業者免税点制度͹適用Ν受͜ΔΗ͵い͞ͳͳ͵Ζ場
合Ͷͺɼͨ ͹課税期間Ͷ͕͜Ζ課税標準額Ͷ対ͤΖ消費税額͖Δ控除ͤΖ金額Νɼ当該課税標準額Ͷ対ͤΖ消費税額Ͷ̖割Ν乗ͣͪ
額ͳͤΖ͞ͳͶΓΕɼ納付税額Ν当該課税標準額Ͷ対ͤΖ消費税額͹̐割ͳͤΖ͞ͳ͗Ͳ͘Ζ͞ͳͳͤΖɽ 

ʤ注̏ʥ 上記͹措置ͺɼ課税期間͹特例͹適用Ν受͜Ζ課税期間及;令和̓年６５月̏日前͖Δ課税事業者選択届出書͹提出ͶΓΕ引
͘続͘事業者免税点制度͹適用Ν受͜ΔΗ͵い͞ͳͳ͵Ζ同日͹属ͤΖ課税期間Ͷͯいͱͺɼ適用͢͵いɽ 

ʤ注̐ʥ 課税事業者選択届出書Ν提出ͪ͢͞ͳͶΓΕ令和̓年６５月̏日͹属ͤΖ課税期間͖Δ事業者免税点制度͹適用Ν受͜ΔΗ͵
い͞ͳͳ͵Ζ適格請求書発行事業者͗ɼ当該課税期間中Ͷ課税事業者選択不適用届出書Ν提出ͪ͢ͳ͘ͺɼ当該課税期間͖Δ
ͨ͹課税事業者選択届出書ͺ効力Ν失う͞ͳͳͤΖɽ 

ᶆ 適格請求書発行事業者͗上記ᶅ͹適用Ν受͜ΓうͳͤΖ場合Ͷͺɼ確定申告書Ͷͨ͹旨Ν付記ͤΖ΍͹ͳͤΖɽ 

ᶇ 上記ᶅ͹適用Ν受ͪ͜適格請求書発行事業者͗ɼ当該適用Ν受ͪ͜課税期間͹翌課税期間中Ͷɼ簡易課税制度͹適用Ν受͜Ζ旨
͹届出書Ν納税地Ν所轄ͤΖ税務署長Ͷ提出ͪ͢ͳ͘ͺɼͨ͹提出ͪ͢日͹属ͤΖ課税期間͖Δ簡易課税制度͹適用Ν認ΌΖ͞ͳ
ͳͤΖɽ 

ᶈ ͨ͹他所要͹措置Ν講ͥΖɽ 

 

ʤ７ʥ 基準期間Ͷ͕͜Ζ課税売上高͗̏億円以下又ͺ特定期間Ͷ͕͜Ζ課税売上高͗5１５５５万円以下ͲあΖ事業者͗ɼ令和̓年６５月̏日͖
Δ令和６６年̗月８５日ΉͲ͹間Ͷ国内Ͷ͕いͱ行う課税仕入ΗͶͯいͱɼ当該課税仕入ΗͶ係Ζ支払対価͹額͗̏万円未満ͲあΖ場合
Ͷͺɼ一定͹事項͗記載͠Ηͪ帳簿͹Ί͹保存ͶΓΖ仕入税額控除Ν認ΌΖ経過措置Ν講ͥΖɽ 

 

ʤ８ʥ 売上͝Ͷ係Ζ対価͹返還等Ͷ係Ζ税込価額͗̏万円未満ͲあΖ場合Ͷͺɼͨ͹適格返還請求書͹交付義務Ν免除ͤΖɽ 
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ʤ注ʥ上記͹改正ͺɼ令和̓年６５月̏日以後͹課税資産͹譲渡等Ͷͯ͘行う売上͝Ͷ係Ζ対価͹返還等Ͷͯいͱ適用ͤΖɽ 

 

ʤ９ʥ 適格請求書発行事業者登録制度Ͷͯいͱɼ次͹見直͢Ν行うɽ 

ᶅ 免税事業者͗適格請求書発行事業者͹登録申請書Ν提出͢ɼ課税期間͹初日͖Δ登録Ν受͜ΓうͳͤΖ場合Ͷͺɼ当該課税期間͹
初日͖Δ起算͢ͱ６5日前͹日ʤ現行：当該課税期間͹初日͹前日͖Δ起算͢ͱ̏月前͹日ʥΉͲͶ登録申請書Ν提出͢͵͜Ηͻ͵Δ
͵い͞ͳͳͤΖɽ͞͹場合Ͷ͕いͱɼ当該課税期間͹初日後Ͷ登録͗͠Ηͪͳ͘ͺɼ同日Ͷ登録Ν受ͪ͜΍͹ͳΊ͵ͤɽ 

ᶆ 適格請求書発行事業者͗登録͹取消͢Ν求ΌΖ届出書Ν提出͢ɼͨ͹提出͗あͮͪ課税期間͹翌課税期間͹初日͖Δ登録Ν取Ε
消ͨうͳͤΖ場合Ͷͺɼ当該翌課税期間͹初日͖Δ起算͢ͱ６5日前͹日ʤ現行：ͨ͹提出͗あͮͪ課税期間͹末日͖Δ起算͢ͱ８５
日前͹日͹前日ʥΉͲͶ届出書Ν提出͢͵͜Ηͻ͵Δ͵い͞ͳͳͤΖɽ 

ᶇ 適格請求書発行事業者͹登録等Ͷ関ͤΖ経過措置͹適用ͶΓΕɼ令和̓年６５月̏日後Ͷ適格請求書発行事業者͹登録Ν受͜Γう
ͳͤΖ免税事業者ͺɼͨ ͹登録申請書Ͷɼ提出ͤΖ日͖Δ６5日Ν経過ͤΖ日以後͹日Ν登録希望日ͳ͢ͱ記載ͤΖ΍͹ͳͤΖɽ͞ ͹
場合Ͷ͕いͱɼ当該登録希望日後Ͷ登録͗͠Ηͪͳ͘ͺɼ当該登録希望日Ͷ登録Ν受ͪ͜΍͹ͳΊ͵ͤɽ 

ʤ注ʥ 上記͹改正͹趣旨等Ν踏Ήえɼ令和̓年６５月̏日͖Δ適格請求書発行事業者͹登録Ν受͜ΓうͳͤΖ事業者͗ɼͨ͹申請期限
後Ͷ提出ͤΖ登録申請書Ͷ記載ͤΖ困難͵事情Ͷͯいͱͺɼ運用上ɼ記載͗͵くͳ΍改Όͱ求Ό͵い΍͹ͳͤΖɽ 

 

五 国際課税 

̑ 非居住者͹Ωζό所得͹非課税制度͹創設 

ʤ国税ʥ 

非居住者ʤ次Ͷ掲͝Ζ者͹いͥΗ͖Ͷ該当ͤΖ΍͹Ν除くɽʥ͹令和̗年̏月̏日͖Δ令和６８年６７月８６日ΉͲ͹間͹Ωζό所得Ͷͯいͱ
ͺɼ所得税Ν課͠͵いɽ 

ʤ６ʥ 特定複合観光施設区域整備法͹規定ͶΓΕ入場料等Ν賦課ͤΖ΍͹ͳ͠ΗͱいΖ者 

ʤ７ʥ 特定複合観光施設区域整備法͹規定ͶΓΕΩζό行為Ν行ͮͱͺ͵Δ͵い͞ͳͳ͠ΗͱいΖ者 

ʤ注ʥ 上記͹ʰΩζό所得ʱͳͺɼΩζό行為ʤ特定複合観光施設区域整備法͹規定ͶΓΖΩζό事業͹免許Ͷ係ΖΩζό行為区画Ͳ行
うͨ͹免許Ͷ係Ζ種類及;方法͹Ωζό行為ʤ同法͹規定ͶΓΖ設置運営事業͹停止͹命令等Ͷ違反͢ͱ行わΗͪ΍͹Ν除くɽʥͶ
限Ζɽʥ͹勝金Ͷ係Ζ一時所得Νいうɽ 

 

六 納税環境整備 

̏ 電子帳簿等保存制度͹見直͢ 

ʤ国税ʥ 

ʤ６ʥ 国税関係帳簿書類͹電磁的記録等ͶΓΖ保存制度Ͷͯいͱɼ一定͹国税関係帳簿Ͷ係Ζ電磁的記録͹保存等͗ɼ国税͹納税義務͹
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適正͵履行Ͷ資ͤΖ΍͹ͳ͢ͱ一定͹要件等Ν満ͪ͢ͱいΖ場合Ͷ͕͜Ζͨ͹国税関係帳簿ʤ以下ʰ優良͵電子帳簿ʱͳいうɽʥͶ係
Ζ過少申告加算税͹軽減措置͹対象ͳ͵Ζ申告所得税及;法人税Ͷ係Ζ優良͵電子帳簿͹範囲Ν次͹ͳ͕ΕͳͤΖɽ 

ᶅ 仕訳帳 

ᶆ 総勘定元帳 

ᶇ 次Ͷ掲͝Ζ事項ʤ申告所得税Ͷ係Ζ優良͵電子帳簿ͶあͮͱͺɼωͶ掲͝Ζ事項Ν除くɽʥ͹記載Ͷ係Ζ上記ᶅ及;ᶆ以外͹帳簿 

΢ 手形ʤ融通手形Ν除くɽʥ上͹債権債務Ͷ関ͤΖ事項 

ロ 売掛金ʤ未収加工料ͨ͹他売掛金ͳ同様͹性質Ν有ͤΖ΍͹Ν含΋ɽʥͨ͹他債権Ͷ関ͤΖ事項ʤ当座預金͹預入Η及;引出͢ 

Ͷ関ͤΖ事項Ν除くɽʥ 

ύ 買掛金ʤ未払加工料ͨ͹他買掛金ͳ同様͹性質Ν有ͤΖ΍͹Ν含΋ɽʥͨ͹他債務Ͷ関ͤΖ事項 

ω 有価証券ʤ商品ͲあΖ΍͹Ν除くɽʥͶ関ͤΖ事項 

ϙ 減価償却資産Ͷ関ͤΖ事項 

ϖ 繰延資産Ͷ関ͤΖ事項 

φ 売上͝ʤ加工ͨ͹他͹役務͹給付ͨ͹他売上͝ͳ同様͹性質Ν有ͤΖ΍͹等Ν含΋ɽʥͨ͹他収入Ͷ関ͤΖ事項 

ο 仕入Ηͨ͹他経費又ͺ費用ʤ法人税Ͷ係Ζ優良͵電子帳簿Ͷあͮͱͺɼ賃金ɼ給料手当ɼ法定福利費及;厚生費Ν除くɽʥͶ関
ͤΖ事項 

ʤ注ʥ上記͹改正ͺɼ令和̔年̏月̏日以後Ͷ法定申告期限等͗到来ͤΖ国税Ͷͯいͱ適用ͤΖɽ 

 

ʤ７ʥ 国税関係書類Ͷ係ΖηΫャψ保存制度Ͷͯいͱɼ次͹見直͢Ν行うɽ 

ᶅ 国税関係書類ΝηΫャψͲ読Ί取ͮͪ際͹解像度ɼ階調及;大͘͠Ͷ関ͤΖ情報͹保存要件Ν廃止ͤΖɽ 

ᶆ 国税関係書類Ͷ係Ζ記録事項͹入力者等Ͷ関ͤΖ情報͹確認要件Ν廃止ͤΖɽ 

ᶇ 相互関連性要件Ͷͯいͱɼ国税関係書類Ͷ関連ͤΖ国税関係帳簿͹記録事項ͳ͹間Ͷ͕いͱɼ相互Ͷͨ͹関連性Ν確認ͤΖ͞ͳ
͗Ͳ͘ΖΓうͶ͢ͱ͕く͞ͳͳ͠ΗΖ書類Νɼ契約書・領収書等͹重要書類Ͷ限定ͤΖɽ 

ʤ注ʥ 上記͹改正ͺɼ令和̔年̏月̏日以後Ͷ保存͗行わΗΖ国税関係書類Ͷͯいͱ適用ͤΖɽ 

 

ʤ８ʥ 電子取引ʤ取引情報͹授受Ν電磁的方式ͶΓΕ行う取引Νいうɽ以下同ͣɽʥ͹取引情報Ͷ係Ζ電磁的記録͹保存制度Ͷͯいͱɼ次
͹見直͢Ν行うɽ 

ᶅ 電子取引͹取引情報Ͷ係Ζ電磁的記録͹保存要件Ͷͯいͱɼ次͹措置Ν講ͥΖɽ 

΢ 保存義務者͗国税庁等͹当該職員͹質問検査権Ͷ基Ͱく電磁的記録͹ξΤンローχ͹求ΌͶ応ͣΖ͞ͳ͗Ͳ͘ΖΓうͶ͢ͱい
Ζ場合Ͷͺ検索要件͹全ͱΝ不要ͳͤΖ措置Ͷͯいͱɼ対象者Ν次͹ͳ͕ΕͳͤΖɽ 

ʤ΢ʥ ͨ͹判定期間Ͷ͕͜Ζ売上高͗5１５５５万円以下ʤ現行：６１５５５万円以下ʥͲあΖ保存義務者 
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ʤロʥ ͨ͹電磁的記録͹出力書面ʤ整然ͳͪ͢形式及;明瞭͵状態Ͳ出力͠Ηɼ取引年月日ͨ͹他͹日付及;取引先͟ͳͶ整理 

͠Ηͪ΍͹Ͷ限Ζɽʥ͹提示又ͺ提出͹求ΌͶ応ͣΖ͞ͳ͗Ͳ͘ΖΓうͶ͢ͱいΖ保存義務者 

ロ 電磁的記録͹保存Ν行う者等Ͷ関ͤΖ情報͹確認要件Ν廃止ͤΖɽ 

ᶆ 電子取引͹取引情報Ͷ係Ζ電磁的記録Ν保存要件Ͷ従ͮͱ保存ΝͤΖ͞ͳ͗Ͳ͘͵͖ͮͪ͞ͳͶͯいͱ相当͹理由͗あΖ保存義
務者Ͷ対ͤΖ猶予措置ͳ͢ͱɼ申告所得税及;法人税Ͷ係Ζ保存義務者͗行う電子取引Ͷͯ͘ɼ納税地等͹所轄税務署長͗当該電子
取引͹取引情報Ͷ係Ζ電磁的記録Ν保存要件Ͷ従ͮͱ保存ΝͤΖ͞ͳ͗Ͳ͘͵͖ͮͪ͞ͳͶͯいͱ相当͹理由͗あΖͳ認Όɼ͖ͯɼ
当該保存義務者͗質問検査権Ͷ基Ͱく当該電磁的記録͹ξΤンローχ͹求Ό及;当該電磁的記録͹出力書面ʤ整然ͳͪ͢形式及;
明瞭͵状態Ͳ出力͠Ηͪ΍͹Ͷ限Ζɽʥ͹提示又ͺ提出͹求ΌͶ応ͣΖ͞ͳ͗Ͳ͘ΖΓうͶ͢ͱいΖ場合Ͷͺɼͨ͹保存要件Ͷ͖͖
わΔͥɼͨ͹電磁的記録͹保存ΝͤΖ͞ͳ͗Ͳ͘Ζ͞ͳͳͤΖɽ 

ᶇ 電子取引͹取引情報Ͷ係Ζ電磁的記録͹保存΃͹円滑͵移行͹ͪΌ͹宥恕措置ͺɼ適用期限͹到来Ν΍ͮͱ廃止ͤΖɽ 

ʤ注ʥ 上記͹改正ͺɼ令和̔年̏月̏日以後Ͷ行う電子取引͹取引情報Ͷ係Ζ電磁的記録Ͷͯいͱ適用ͤΖɽ 

ʤ９ʥ ͨ͹他所要͹措置Ν講ͥΖɽ 

 

̐ 加算税制度͹見直͢ 

ʤ国税ʥ 

加算税制度Ͷͯいͱɼ次͹見直͢Ν行うɽ 

ʤ６ʥ 無申告加算税͹割合ʤ現行：６5％ʤ納付ͤ΄͘税額͗5５万円Ν超えΖ部分ͺ７５％ʥʥͶͯいͱɼ納付ͤ΄͘税額͗８５５万円Ν超えΖ
部分Ͷ対ͤΖ割合Ν８５％Ͷ引͘上͝Ζɽ 

ʤ注̏ʥ 調査通知以後Ͷɼ͖ͯɼͨ͹調査͗あΖ͞ͳͶΓΕ更正又ͺ決定͗あΖ΄͘͞ͳΝ予知ʤʤ７ʥͶ͕いͱʰ更正予知ʱͳいうɽʥ
ͤΖ前Ͷ͠Ηͪ期限後申告又ͺ修正申告Ͷ基Ͱく無申告加算税͹割合ʤ現行：６５％ʤ納付ͤ΄͘税額͗5５万円Ν超えΖ部分ͺ６5％ʥʥ
Ͷͯいͱͺɼ上記͹納付ͤ΄͘税額͗８５５万円Ν超えΖ部分Ͷ対ͤΖ割合Ν７5％ͳͤΖɽ 

ʤ注̐ʥ 上記͹納付ͤ΄͘税額͗８５５万円Ν超えΖ部分Ͷ対ͤΖ割合Ͷͯいͱɼ納付ͤ΄͘税額͗８５５ 万円Ν超えΖ͞ͳͶͯ͘納税者͹
責ΌͶ帰ͤ΄͘事由͗͵い場合͹適用Ͷ関ͤΖ所要͹措置Ν講ͥΖɽ 

ʤ７ʥ 過去Ͷ無申告加算税又ͺ重加算税͗課͠Ηͪ͞ͳ͗あΖ場合Ͷ無申告加算税又ͺ重加算税͹割合Ν６５％加重ͤΖ措置͹対象Ͷɼ期
限後申告若͢くͺ修正申告ʤ調査通知前Ͷɼ͖ͯɼ更正予知ͤΖ前Ͷ͠Ηͪ΍͹Ν除くɽʥ又ͺ更正若͢くͺ決定ʤ以下ʰ期限後申告
等ʱͳいうɽʥ͗あͮͪ場合Ͷ͕いͱɼͨ͹期限後申告等Ͷ係Ζ国税͹前年度及;前々年度͹当該国税͹属ͤΖ税目Ͷͯいͱɼ無申告
加算税ʤ期限後申告又ͺ修正申告͗ɼ調査通知前Ͷɼ͖ͯɼ更正予知ͤΖ前Ͷ͠Ηͪ΍͹ͲあΖͳ͘Ͷ課͠Ηͪ΍͹Ν除くɽʥ若͢く
ͺ無申告加算税Ͷ代えͱ課͠ΗΖ重加算税ʤʤ７ʥͶ͕いͱʰ無申告加算税等ʱͳいうɽʥΝ課͠Ηͪ͞ͳ͗あΖͳ͘ɼ又ͺͨ͹無申告
加算税等Ͷ係Ζ賦課決定Νͤ΄͘ͳ認ΌΖͳ͘Ͷɼͨ͹期限後申告等Ͷ基Ͱ͘課ͤΖ無申告加算税等Ν加えΖɽ 

ʤ注ʥ 過少申告加算税ɼ源泉徴収等ͶΓΖ国税Ͷ係Ζ不納付加算税及;重加算税ʤ無申告加算税Ͷ代えͱ課͠ΗΖ΍͹Ν除くɽʥͶͯ
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いͱͺɼ上記͹見直͢͹対象ͳ͢͵いɽ 

ʤ８ʥ ͨ͹他所要͹措置Ν講ͥΖɽ 

ʤ注ʥ 上記͹改正ͺɼ令和̔年̏月̏日以後Ͷ法定申告期限͗到来ͤΖ国税Ͷͯいͱ適用ͤΖɽ 

 

̑ ͨ͹他 

ʤ国税ʥ 

ʤ７ʥ 公示送達制度͹見直͢ 

公示送達制度Ͷͯいͱɼ次͹見直͢Ν行うɽ 

ᶅ 公示送達ͺɼ公示事項Ν΢ンνーϋッφΝ利用ͤΖ方法ͶΓΕ不特定多数͹者͗閲覧ͤΖ͞ͳ͗Ͳ͘Ζ状態Ͷ置く措置ΝͳΖͳ
ͳ΍Ͷɼ公示事項͗記載͠Ηͪ書面Ν税務署等͹掲示場Ͷ掲示͢ɼ又ͺ公示事項Νͨ͹税務署等Ͷ設置ͪ͢電子計算機͹映像面Ͷ表
示ͪ͢΍͹͹閲覧ΝͤΖ͞ͳ͗Ͳ͘Ζ状態Ͷ置く措置ΝͳΖ͞ͳͶΓͮͱͤΖ͞ͳͳͤΖɽ 

ᶆ 公示事項Ͷͯいͱɼ送達ͤ΄͘書類͹名称͹公示Ν不要ͳͤΖͳͳ΍Ͷɼ送達ͤ΄͘書類Ν特定ͤΖͪΌͶ必要͵情報Ν公示ͤΖ
ͪΌ͹措置Ν講ͥΖɽ 

ʤ注ʥ 上記͹改正ͺɼ他法令Ͷ͕͜Ζ公示送達制度͹見直͢͹適用時期Ν踏Ήえɼ実施ͤΖɽ 

 

ʤ5ʥ ηマーφϓΧン用電子証明書Ν利用ͪ͢ e２Tax ͹利便性͹向上 

電子情報処理組織Ν使用ͤΖ方法ʤe２TaxʥͶΓΕ申請等Ν行う際Ͷ送信ͤ΄͘電子証明書͹範囲ͶɼηマーφϓΧンͶ搭載͠Ηͪ
署名用電子証明書Ν加えΖͳͳ΍Ͷɼ利用者証明用電子証明書͗搭載͠ΗͪηマーφϓΧンΝ用いͱ電子情報処理組織Ν使用ͤΖ方
法ͶΓΕ申請等又ͺ国税͹納付Ν行う際Ͷɼ識別符号及;暗証符号͹入力Ν要͢͵い͞ͳͳͤΖ等͹所要͹措置Ν講ͥΖɽ 

ʤ注̏ʥ 上記͹改正ͺɼ令和̕年̏月̏日以後Ͷ行う申請等又ͺ同日以後Ͷ行う国税͹納付Ͷͯいͱ適用ͤΖɽ 

ʤ注̐ʥ e２Tax ͹利便性͹向上及;税務手続͹υζνϩ化͹推進Ν図Ζ観点͖Δɼ国税庁͹新ͪ͵基幹εητϞʤ次世代εητϞʥ͹導
入時期Ͷ合わͦͱɼ処分通知等͹更͵Ζ電子化Ͷ取Ε組΋ɽ 
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参考 

 

̏ 令和̐年度͹改正事項͹うちɼ令和̓年分͹所得税͖Δ適用͠ΗΖ΍͹ 

日本国外Ͷ居住ͤΖ親族Ͷ係Ζ扶養控除͹見直͢ʤh 令和̐年度 所得税͹改正͹あΔΉ͢ʱ̐Ϙーζʥ 

 

̐ 令和̑年度͹改正事項͹うちɼ令和̓年分͹所得税͖Δ適用͠ΗΖ΍͹ 

 ᾉ 所得税͹予定納税額等͹通知ʤ予定納税額͹減額承認申請Ͷ対ͤΖ処分Ͷ係Ζ通知Ν含΋ɽʥ͹電子交付ʤh 令和̑年度 所得税͹改
正͹あΔΉ͢ʱ６5Ϙーζʥ 

 ᾊ 農業経営基盤強化準備金制度Ͷ͕͜Ζ適用対象者͹見直͢ 

 

̑ 令和̒年度͹改正事項͹うちɼ令和̓年分͹所得税͖Δ適用͠ΗΖ΍͹ 

ᾉ 大口株主͹範囲͹見直͢ʤh 令和̒年度税制改正͹大綱ʤ所得税関係ʥɦ ̓Ϙーζʥ 

 ᾊ 簿外経費͹必要経費不算入制度͹創設ʤh 令和̒年度税制改正͹大綱ʤ所得税関係ʥɦ ̔～̕Ϙーζʥ 

ᾋ 納税地͹特例制度等͹見直͢ʤh 令和̒年度税制改正͹大綱ʤ所得税関係ʥɦ ̕Ϙーζʥ 

 帳簿͹提出͗͵い場合等͹過少申告加算税等͹加重措置͹整備ʤh 令和̒年度税制改正͹大綱ʤ所得税関係ʥɦ ̖Ϙーζʥ 

 財産債務調書制度等͹見直͢ʤh 令和̒年度税制改正͹大綱ʤ所得税関係ʥɦ ̖～̗Ϙーζʥ 

ᾎ 個人番号ΩーχΝ利用ͪ͢ e２Tax ͹利便性͹向上ʤh 令和̒年度税制改正͹大綱ʤ所得税関係ʥɦ ̗～６５Ϙーζʥ 

ᾏ 地方活力向上地域等Ͷ͕いͱ雇用者͹数͗増加ͪ͢場合͹所得税額͹特別控除制度Ͷ͕͜Ζ地方事業所基準雇用者数Ͷ係Ζ措置͹見
直͢ 

ᾐ 給与等͹支給額͗増加ͪ͢場合͹所得税額͹特別控除制度Ͷ͕͜Ζ個人͹新規雇用者給与等支給額͗増加ͪ͢場合Ͷ係Ζ措置͹見直͢ 

 

ʰ令和̐年度 所得税͹改正͹あΔΉ͢ʱͺ͞ちΔ 

ʰ令和̑年度 所得税͹改正͹あΔΉ͢ʱͺ͞ちΔ 

ʰ令和̒年度税制改正͹大綱ʤ所得税関係ʥɦ ͺ͞ちΔ 

https://www.nta.go.jp/publication/pamph/shotoku/r2kaisei.pdf
https://www.nta.go.jp/publication/pamph/shotoku/r3kaisei.pdf
https://www.nta.go.jp/publication/pamph/shotoku/0022004-070.pdf



